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午前９時00分 開議  

  開議の宣告 

○議長（道下和茂君） 

 おはようございます。 

 本日は市の一般事務に関しての通告による質問でございます。 

 議席番号９番 髙橋勇樹議員より所用により遅刻する旨の欠席届が提出されておりますので、御

報告をいたします。 

 ただいまの出席議員数は15人であり、定足数に達しております。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は配付のとおりでございます。 

 なお、録画放送のため、議場内において代表質問及び一般質問を放送関係者が撮影することを許

可しておりますので御報告をいたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  日程第１ 代表質問 

○議長（道下和茂君） 

 日程第１、代表質問を行います。 

 自民結いの風代表、６番 髙橋時男議員の発言を許します。 

 髙橋議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 議長の承諾をいただきましたので、通告書に基づきまして自民結いの風を代表し、順次質問をさ

せていただきます。 

 皆様、改めましておはようございます。 

 今日は代表質問ということで、いつもに増して大変緊張いたしておりますが、今日も私の応援に

と大勢の方々にお越しいただき、背中を押していただいておりますので、頑張って質問をさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。 

 初めに、本３月議会初日の２月20日、市内４つの中学校、義務教育学校の代表者がこの議場にて

本議会に上程されております、本巣市こどもの権利条例について、上程に至るまでの１年間の過程

や条例制定への思いを発表いただきました。市内2,514名の全小・中学生の意見集約には、臥薪嘗

胆、大変苦労し、長い道のりであったこと、そして自分と全ての友達が幸せでいるために、そんな

思いが詰まった条例であることが私にはしっかりと伝わってきました。とても感銘を受けましたし、

本市の児童・生徒を本当に誇りに思います。2,514名の児童・生徒の皆さん、そして市長さん、教

育長さん、教育委員会の職員の皆さんをはじめ、本条例に関わられた職員の皆さんの御苦労と御努

力に対し、改めまして心より敬意を表します。 

 さて、本題に戻りますが、今日、私、２つの質問をさせていただきます。 

 １つは、本市のインフラ設備の状況について、もう一つは開庁時間の短縮、市民窓口受付時間の
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短縮についてです。 

 それでは、早速１つ目の本市のインフラ設備の状況についてから質問をさせていただきます。 

 初めに、今回なぜこの質問をしようと思った理由からお話をさせていただきます。 

 １月28日、埼玉県八潮市で下水道管の老朽化による破損が原因と見られる道路陥没事故が発生し

ました。事故後既に１か月以上たっていますが、今もなおトラックの運転手の方が安否不明となっ

ています。大変痛ましい事故であり、運転手の方の一刻も早い救出を心から願ってやみません。ま

た、２月11日には千葉県大網白里市の住宅地で、道路が陥没してできた穴から水が激しく噴き出し、

建物の窓ガラスが割れたり、屋根の一部がめくれ上がるという被害がありました。水道管が破損し、

漏水したことが陥没の原因と見られています。さらには、２月24日、埼玉県の今度は所沢市で、け

が人はありませんでしたが、道路脇の歩道から水があふれ出し、道路が冠水するという被害が発生

しました。これも原因は水道管の老朽化による破損が原因と見られています。 

 このように水道管に関連する事故が全国で相次いで起きています。国土交通省によれば、2022年

度に全国で発生した道路陥没は１万548件。うち13.1％が下水道設備が原因です。日本のインフラ

の多くは1970年代の高度経済成長期に整備されており、一般的におおむね50年とされる寿命を迎え

つつあります。 

 国土交通省のデータによれば、2023年３月時点で上水道管が総延長約74万キロメートルのうちの

約９％、下水道管が総延長約49万キロメートルのうちの約８％、道路橋が約73万橋あるうちの約

37％が建設後既に50年以上を経過しています。これが５年後の2030年には上水道管が約21％、下水

道管が約16％、道路橋が約51％に、さらに15年後の2040年には上水道管が約41％、下水道管が約

34％、道路橋が約75％になると予測されています。 

 このように、今後15年間で建設後50年以上経過する施設の割合が急速に高まることから、老朽化

するインフラを今後いかにして維持管理、更新していくかが大きな課題となっています。本巣市も

人ごとではありません。上水道管は埋設されています。いつ水道管による人為事故が起きるとも限

りません。特に、八潮市で発生した事故は、市民生活に直結するインフラの重要性というものを改

めて認識させられる事故であり、事故後、地域の方々からも本巣市は大丈夫か、本巣市にはどれぐ

らいの上下水道管が埋設されているのかというようなお話もいただいております。市民の皆様が安

全で安心して暮らしていただくために、本市のインフラ設備、今日は上下水道管、橋梁について確

認をさせていただきます。 

 それでは、１点目の質問をさせていただきます。 

 上水道管、下水道管について、総延長、埋設の深さ、管のサイズ、管の種類、法定耐用年数につ

いてお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を水道環境部長に求めます。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それではお答えします。 
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 上下水道管につきましては、総延長409キロで埋設深は約0.8から1.2メートルであり、管径はお

おむね50から400ミリメートルとなっております。 

 種類は大半が塩化ビニル管で、延長は290キロで約70％を占めており、次いでダクタイル鋳鉄管

が61キロで約15％、ポリエステル管が52キロで約13％、鋼管などが６キロで約２％となっておりま

す。 

 次に下水道管につきましては、総延長229キロで埋設深は約1.2から5.6メートルであり、管径は

おおむね150から600ミリメートルとなっております。種類は大半が塩化ビニル管であり、延長は

218キロで約95％を占めており、わずかでございますが、ヒューム管が７キロで約３％、鋼管やポ

リエステル管などが約４キロで約２％となっております。 

 なお、耐用年数については、上水道管は40年、下水道管は50年とされており、本市の上水道管に

つきましては、総延長のうち49キロの約10％が耐用年数を超過した管路となっております。下水道

管につきましては、耐用年数50年を超過した管路はございません。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 上水道管は、埋設の深さは一番深いところで約1.2メートル、管径は最大でも40センチ、種類は

大半が塩化ビニル管、耐用年数は40年で、本市の上水道管の総延長409キロメートルのうち約10％

の41キロメートルが耐用年数を超過している現状であること。また、下水道管については、総延長

は229キロメートル、埋設の深さは一番深いところで5.6メートル、管径は八潮市のような大きなも

のではなく、最大でも60センチ、種類は同じく塩化ビニル管、耐用年数は50年で、現時点で本市に

は耐用年数を超えた管路がないということが確認できました。 

 次に、２点目の質問をさせていただきます。 

 上水道管、下水道管の点検頻度、調査方法、その結果についてお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を水道環境部長に求めます。 

 水道環境部長。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それではお答えします。 

 上水道管につきましては、ほとんどの管路が埋設され、目視確認ができないため、これまで漏水

履歴や流量計測定値を参考にしながら地域を絞り込み、古い管を中心に音聴調査の実施により漏水

箇所の発見に努めてまいりました。 

 今年度からは、市内全域で衛星画像ＡＩ解析による漏水リスク調査を行い、漏水の疑いがある箇

所について、順次音聴調査を実施して点検をしておりますが、現時点では本管からの漏水は発見さ
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れておりません。 

 次に、下水道管につきましては、腐食の原因となる硫化水素ガスの発生が想定される圧送ポンプ

の排出先や、排水落差の大きい箇所のマンホールについて、国から点検が義務づけされており、５

年に１度、目視による点検を実施しております。 

 今回、埼玉県の事故を受け、国から義務づけられた箇所に加え、硫化水素の発生しやすい箇所を

特定し、職員が目視による緊急点検を実施しましたが、コンクリート等の腐食などは異常はありま

せんでした。 

 そのほか、マンホールポンプは委託している施設管理業者による点検が月１回実施されており、

万が一下水道管が破損したときに生じるマンホール内の土砂堆積が確認されたら、直ちに連絡して

いただくようお願いしているところでございますが、今のところ異常の報告は受けておりません。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 今年度から衛星画像ＡＩ解析による調査となりまして、今のところ本管からの漏水は発見されて

いないこと、また、下水道管については５年に１度、マンホール等を目視により点検を実施してい

ること、埼玉県の事故を受け、さらに市独自で緊急点検をするも異常がなかったということで、少

し安心をいたしました。 

 次に、３点目の質問をさせていただきます。 

 上水道管、下水道管の破損時における対応と修繕計画についてお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を水道環境部長に求めます。 

 水道環境部長。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それではお答えします。 

 上水道管、下水道管の破損時における対応につきましては、市民等から通報後、直ちに職員が現

地で状況を確認し、維持修繕事業者に依頼し、破損箇所の修繕を実施しております。 

 修繕計画につきましては、上水道管においては、埋設時期、過去の漏水実績、衛星画像ＡＩ解析

による漏水リスク調査の結果を参考に、計画的に管路の更新を進めているところです。 

 また、下水道におきましては、上水道管と比較すると年数が新しく耐用年数も経過していないた

め、管路における修繕計画は特に定めておりませんが、現在行っているマンホールの危険箇所点検

や管路埋設箇所の道路パトロールを定期的に実施していくことで、破損箇所の早期発見、早期対応

に努めていきたいと考えております。 

 また今後、国から示される点検を行う対象物や点検の在り方などを注視し、修繕計画の策定につ
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いて検討していきたいと考えております。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 上水道管については、計画的に管路の更新を進めている一方で、下水道管については、耐用年数

が経過していないということで修繕計画はなく、マンホールの点検や定期的な道路パトロールの実

施によって早期発見、対応していくとの答弁でしたが、下水道管についても必ずや修繕計画という

ものが必要になってくると思いますので、ぜひ策定のほうを進めていただきますようお願いいたし

ます。 

 次に、４点目の質問をさせていただきます。 

 本市には、令和６年１月に橋梁長寿命化修繕計画が立てられておりますが、市内の橋梁の点検、

修繕状況についてお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を都市建設部長に求めます。 

 都市建設部長。 

○都市建設部長（高橋君治君） 

 それではお答えいたします。 

 橋梁は、地域と地域をつなぎ、人や車両の通行を支えるための大変重要な構造物であります。 

 本市には、管理する道路橋が789橋あり、橋梁点検につきましては、平成26年に道路橋の定期点

検が法定化されたことにより、橋梁長寿命化修繕計画を策定し、本市内の全ての道路橋を５年サイ

クルで点検しています。 

 令和５年度に２巡目の点検を完了し、令和６年度からは３巡目の点検を実施しています。点検に

よる健全性の診断結果に基づき、順次修繕工事を実施しています。 

 現時点で判定Ⅳの緊急に措置を講ずるべき状態の橋梁はございませんが、判定Ⅲの早期に措置を

講ずべき状態の橋梁は５橋となっています。現在、令和８年度までに処分しなければならないＰＣ

Ｂ撤去工事を優先して進めており、判定Ⅲの５橋につきましては、令和８年度から計画的に修繕設

計を実施し、工事を進めていく予定です。 

 引き続き、計画的な点検及び修繕工事により、橋梁の長寿命化対策を実施し、市民の安全・安心

な暮らしの確保と円滑な交通の確保に努めてまいります。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 
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 ありがとうございました。 

 今後も引き続き、定期的な点検と計画的な修繕を実施していただき、市民が安心して渡れる橋梁

の維持管理をよろしくお願いいたします。 

 さて、これまで本市の上水道管、下水道管、橋梁の状況について確認をさせていただきましたが、

いずれの設備も今のところ特に異常はないということで安堵いたしました。現在、インフラの維持

管理は行政主導の下で行われていますが、行政が市内一円を常に点検、維持管理をすることは現実

的には困難な状況です。 

 私は、従来のやり方に加え、今後は住民参加型によるインフラの維持管理というものが必要では

ないかと考えます。市民の方が生活の中で見つけた不具合を行政へ報告する仕組みを構築すること

により、市民が抱える課題を迅速に解決することができるようになります。 

 また、市民が維持管理プロセスを担うことで、点検コストの削減や補修箇所の早期発見もできま

す。そのためには、まずインフラは公共のものではなく、自分のものであるという意識づけが必要

です。意識を変えるだけで、例えばふだん歩いている道路に変化があれば、それに気づくようにな

ると思います。そんな人が１人、２人と増えていけば、市民の方々がふだんの生活を通して点検、

管理していくことになるのではないかと考えます。 

 現在、岐阜県においても、住民との協働という考えの下、社会基盤メンテナンスサポーター制度

というものがあります。県民参加の無償ボランティア活動で、地域にある県道を地域で見守る制度

として、平成21年から開始され、令和６年４月１日現在、1,581名の方が活動されています。サポ

ーターは公募により募集し、道路に関する基礎知識を習得する講習を受講した後、土木事務所長が

委嘱しています。 

 本市も確かに、現在道路の異常を発見した場合、国土交通省のＬＩＮＥによる道路救急ダイヤル

という通報制度があります。がしかし、果たしてどれだけの市民がその制度のことを知っておられ

るでしょうか。私は、本市も本巣市版の社会基盤メンテナンスサポーター制度というようなものが

できればいいなとは思っていますが、まずは自分の地域は自分たちが守るという意識を一人でも多

くの市民に持ってもらえるよう、改めて本市の道路救急ダイヤル通報制度をもっともっと広く市民

に周知していくべきではないかと考えます。 

 ついては、今後、あらゆる機会を通して通報制度の啓発活動に注力していただきますことをお願

いし、２つ目の質問に移らせていただきます。 

 ２つ目の質問は、開庁（市民窓口受付）時間の短縮についてです。 

 初めに、今回なぜこの質問しようと思った理由からお話をさせていただきます。 

 唐突ですが、私は議員をさせていただく前は信用金庫に勤めておりました。私が勤務しておりま

した信用金庫の就業時間は午前８時45分から午後５時半まででありましたが、皆さん御承知のとお

り、銀行、信用金庫、ＪＡなど金融機関の営業店窓口は午前９時から午後３時までとなっており、

３時になりますと必ずシャッターが閉まります。 

 朝９時にシャッターが開くまでの15分間で掃除や朝礼、お客様を受け入れる準備等を行います。
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また、シャッターが閉まった午後３時以降は、主には伝票の合計額と現金が一致しているかの確認

作業、１日の締めの事務作業を行っています。それだけではありません。夕礼を行っているほか、

例えばその日起きた事務ミスや再発防止策について、職員間で情報共有を図ったり、新商品が出る

となれば勉強会を実施したり、個人や店舗目標を達成するための施策等について話し合ったり、あ

るいは、お客様から受けた融資の相談についてどのような方法で取り組めるかを担当の係と協議し

たりしています。まさに職員同士で話し合う時間こそが、店舗にとっても、また職員にとっても明

日への仕事につながる貴重かつ大変有意義な時間となっています。 

 では、市役所の現状はどうでしょうか。 

 現在、窓口の受付時間は午前８時30分から午後５時15分までとなっており、職員の勤務時間と同

じになっています。私は前々から市役所の窓口の受付時間は、なぜ職員の勤務時間と一緒なんだろ

うか、市役所での１日の事務処理作業やミーティングなどはいつされているんだろうかと素朴な疑

問を持っておりました。午後５時15分まで窓口が開いている状況を鑑みますと、恐らく１日の事務

処理は時間外勤務になってしまっているのではないかと推測いたします。 

 また、特に市民の方が多く来庁される市役所１階の部署では、窓口対応があるために、勤務時間

中に朝礼や夕礼、あるいは課や係ごとのミーティングなどの開催もなかなか難しい状況にあると思

慮します。このような今の状況というのは、時間外勤務が前提の労働形態になってしまっていると

言えます。 

 本来、時間外勤務は臨時的、突発的なものであるべきであり、それが恒常的、必然的に発生して

いる実態というのは、労働基準法の観点からも不適切な状況であり、市民サービス向上へのボトル

ネックになってしまっていると言っても過言ではないと考えます。 

 ややもすれば、開庁（市民窓口受付）時間を短縮することは、市民サービスの低下だと思われる

方もあるかもしれませんが、私は決してそうは思っていません。いや、むしろ、市民サービスの向

上につながるのではないかと思っています。なぜならば、職員の勤務時間に変更はなく、変わるの

は職員の勤務時間の使い方だからです。短縮した時間分は窓口対応後の事務処理に充てることがで

きることはもちろんのこと、業務改善への気づきであったり、来庁者の対応の準備、その日１日の

仕事の振り返りであったり、進捗状況の確認ができるようになり、それが市民サービスの向上につ

ながると思っています。コンビニ交付サービスなど様々なサービスをどうつなげていけるかも含め、

考えることができるようになると思います。 

 まずは、労務管理を適正化することからのスタートになるかとは思いますが、中長期的には必ず

や市民サービスの向上につながっていくと確信をしておりますことから、今回質問をさせていただ

くものであります。 

 それでは、１点目の質問をさせていただきます。 

 市民課における受付件数と受付の内訳についてお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民部長に求めます。 
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 市民部長。 

○市民部長（加納正康君） 

 それでは、お答えいたします。 

 市民課における窓口受付件数といたしましては、新庁舎開庁後の令和６年７月16日から令和７年

１月末現在までの合計受付件数は１万5,839件となっており、また、同じ市民部税務課を合わせま

すと１万8,928件、１日平均としますと142件になります。 

 その内訳といたしましては、住民票や印鑑証明などの諸証明が3,946件、全体の20.8％、マイナ

ンバーカードの手続関係が3,739件、19.8％、戸籍や戸籍付票の証明が1,376件、7.3％、転入・転

出関係が1,019件、5.4％、戸籍等の届出や相談件数が685件、3.6％、パスポート申請や受け取りが

490件、2.6％、医療保険や年金関係が4,584件、24.2％、税務課関係が3,089件、16.3％となってお

ります。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 市民部としての１日の平均の受付件数は142件。また、来庁されている用件は、多いものから医

療保険や年金関係、次に住民票や印鑑証明書など諸証明関係、次にマイナンバーカードの手続関係、

そして税務課関係の順であるということが分かりました。 

 次に、２点目の質問をさせていただきます。 

 市民課における時間帯別の来庁者数の現状についてお伺いをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民部長に求めます。 

 市民部長。 

○市民部長（加納正康君） 

 それでは、お答えいたします。 

 新庁舎開庁後の令和６年７月16日から令和７年１月末までの時間帯別の来庁者数の現状といたし

ましては、８時半からの８時台が818人、全体の4.3％、９時台が2,545人、13.4％、10時台が2,875

人、15.2％、11時台が2,379人、12.7％、12時台が1,718人、9.1％、13時台が2,284人、12.1％、14

時台が2,328人、12.3％、15時台が2,185人、11.5％、16時台が1,675人、8,8％、17時以降は121人、

0.6％となっております。 

 傾向といたしましては、午前は10時台が、午後は14時台が多くなっております。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 
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○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 来庁者が多い時間帯は、午前９時以降、午後３時台までが圧倒的に占めているということ。また、

午前８時台や午後５時台に来庁される方というのは、全体の4.9％にすぎないという状況であるこ

とが分かりました。 

 では次に、３点目の質問をさせていただきます。 

 閉庁間際に受け付けした際におけます、時間外勤務の状況についてお伺いをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民部長に求めます。 

 市民部長。 

○市民部長（加納正康君） 

 それでは、お答えいたします。 

 閉庁間際に受け付けた際における時間外勤務の状況につきましては、受け付ける内容により異な

ってきますが、各種証明書の交付やマイナンバーカードの更新などは15分ほどで終了します。 

 しかし、一番時間のかかる転入届などの住民異動が伴うものなどは、申請から各種手続の説明を

行う必要があり、平均で約１時間ほどかかるため、来庁者の方にも遅くまで居ていただくことにな

ります。 

 また、その後、受け付けた書類の審査や事務処理を行うために、１時間程度時間を要するため、

閉庁間際に受け付けた場合は約２時間の時間外が必要になります。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 手続の内容によってその対応時間も大きく異なり、転入届などは説明から事務処理に２時間ほど

の時間を要することには正直驚きました。 

 では次に、４点目の質問をさせていただきます。 

 証明書のコンビニでの交付件数の割合と推移の状況についてお伺いをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民部長に求めます。 

 市民部長。 

○市民部長（加納正康君） 

 それでは、お答えいたします。 

 証明書のコンビニ交付は、新型コロナ感染症対策として、非対面でも証明書が交付できるよう令

和３年11月から開始し、本庁舎内にもコンビニ店舗と同じキオスク端末を設置しております。また、
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令和４年12月からはコンビニ交付の利用促進のため、交付手数料を100円減額し交付しております。 

 コンビニでの証明書交付件数の割合と推移の状況ですが、開始時の令和３年度のコンビニ交付件

数は744件、利用率は全体の2.6％でしたが、令和４年度は3,700件、利用率は12.5％、令和５年度

は9,221件、利用率は31.6％、令和６年度は１月末現在で１万86件と、既に令和５年度の交付件数

を超えており、利用率は43.2％となっております。 

 本市におけるマイナンバーカードの保有率は、令和７年１月末現在で80.2％となっており、マイ

ナンバーカードの普及とともにコンビニ交付の認知度も上昇しており、利用率は年々増加している

状況となっております。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 マイナンバーカードの普及によりまして、来庁することなく証明書の取得が可能となったという

ことで、令和７年１月末現在、証明書のコンビニ交付件数が開始時の令和３年度の約13.６倍にな

っていることや、コンビニでの利用率が43.2％であるということが分かりました。別の見方をすれ

ば、現状、56.8％の方がコンビニで交付可能な証明書を市民部の窓口で手続をされているというこ

とであり、まだまだコンビニ交付の伸びしろがあるとも言えるかと思います。 

 さて、これまで来庁者の現状や証明書のコンビニ交付の発行状況を確認させていただきましたが、

開庁及び閉庁間際の来庁者は少なく、コンビニ交付サービスをまだまだ増やす余地があることも分

かりました。また、本市では、わざわざ来庁しなくても、自宅や外出先からスマートフォンやパソ

コンなどインターネットの利用によるオンライン申請によって、各種証明書の発行や児童手当等に

係る諸届けなど、現在52の手続ができるようになっており、私は、今後、さらなる普及を鑑みます

と、来庁者はますます減少すると予測しておりますことから、窓口受付時間を短縮してはどうかと

考えます。 

 私は、窓口受付時間を短縮することによって、次の３つの効果が期待できると思っています。 

 １つ目は、職員の働き方改革です。働きやすい労働環境を構築することで、時間外勤務が削減で

きることはもちろんのこと、職員のワーク・ライフ・バランスを実現し、やる気、モチベーション

や定着率向上につながると考えます。また、この取組が本市のアピールポイントにもなり、新卒者

の優秀な人材の確保にもつながると考えます。 

 ２つ目は、職員の業務効率化です。先ほどもお伝えさせていただきましたが、部内、課内、係内

の情報共有を図ることができ、職員間で仕事の進捗状況を確認し合ったり、仕事の段取り等につい

て話し合う時間が確保できます。何よりも、自席について集中して業務に取り組める時間が確保で

きるようになります。 

 ３つ目は、行政サービスの質の向上です。窓口業務のＤＸ化を含む政策立案や、新たなアイデア
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を生み出すような業務に時間を費やすことができ、それがひいては行政サービスの質の向上、市民

満足度の高いサービスの提供につながっていくものと考えます。 

 ここで５点目の質問をさせていただきます。 

 開庁（市民窓口受付）時間短縮についての見解をお伺いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市民部長に求めます。 

 市民部長。 

○市民部長（加納正康君） 

 それではお答えいたします。 

 開庁時間の短縮につきましては、県内では美濃加茂市と飛騨市が行っており、どちらも令和６年

11月から、美濃加茂市が開庁時間を８時45分から16時45分までと45分間短縮し、飛騨市は窓口受付

時間を９時から16時30分へと１時間15分短縮しております。また、岐阜市においては、市役所以外

の７つの事務所において、令和７年２月より開庁時間を９時から17時までに短縮しております。 

 全国的にも窓口開庁時間の短縮をしていく自治体が増えており、短縮した時間を業務の事前準備

や事後処理、政策立案や業務改善に充て、市民サービスの向上につなげるとともに、時間外勤務を

解消し、職員の働き方改革を推進しております。 

 議員御指摘のとおり、現在、本市では窓口の受付時間と勤務時間が一致しておりますので、閉庁

間際の窓口受付の場合には時間外勤務が発生してしまいます。本市におきましても、来庁者のうち

16時半以降に来庁される方は全体の５％程度と非常に少なく、また、コンビニ交付サービスやオン

ライン申請の普及及び利用推進により、来庁者数は今後さらに減少傾向にあると思われることから、

窓口受付時間の短縮について前向きに検討していきたいと考えております。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋時男議員。 

○６番（髙橋時男君） 

 ありがとうございました。 

 ただいま前向きに検討していくという御答弁をいただきましたが、現実につきましては幾つかの

検討事項があることも承知をいたしております。 

 例えば、窓口受付時間の短縮は、夕方の時間帯だけを短縮するのか、朝方の時間帯はどうするの

か、窓口業務だけを短縮するのか、電話の受付はどうするのか、時間短縮する窓口は来庁者の多い

１階フロアの部署だけとするのか、全庁の窓口で実施するのか。毎年転出入が多い３月と４月の日

曜日に開設している一部の部署の窓口業務を他の月にも拡大するのかなど、協議事項は本当に多い

とは思いますが、まずは既に実施している先進自治体の調査・研究から始めていただき、一日も早

い実現に向けて積極的に取り組んでいただきますことをお願いし、私の代表質問を終わります。あ

りがとうございました。 
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――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  日程第２ 一般質問 

○議長（道下和茂君） 

 日程第２、一般質問を行います。 

 ２番 髙橋知子議員の発言を許します。 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 

 通告に従いまして、順次質問をさせていただきます。 

 主に３つの質問を予定しています。 

 まず、質問に先立ちまして、岩手県大船渡市での山林火災において、被害に遭われたり、避難さ

れている方々にお見舞い申し上げます。昨日午前の段階で、福祉避難所を含め、市内12か所に約

1,200名の方が、避難所以外のホテルなどに約2,800名の方が避難されているそうです。地震や洪水

以外にもこのような大きな被害が起こるとは想定されていなかったと思います。今日、明日とまと

まった雨が降るそうですから、しっかりと完全に火が止められることをお祈り申し上げます。 

 しかしながら、海外、例えばオーストラリアやカナダ、アメリカでは数年前より地球温暖化が原

因ではないかと言われる、非常に被害の大きな森林火災は既に起きていました。 

 岩手県は岐阜県とは地理的には遠い場所ですし、世界の外国の国々も遠い場所ではありますが、

同じく森林がたくさんあるここ本巣市でも当然他人事ではなく、同じ地球、同じ日本に住む一人と

して、このことに目を向けるべきだと感じます。 

 それでは１つ目に、ゼロカーボンシティ宣言と森林保護について質問いたします。 

 本巣市は２月５日、2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すゼロカーボンシティ宣言を

行いました。この宣言の一環として、早速、官民連携の取組でペットボトル水平リサイクルが始ま

り、大変すばらしいスタートだなと思います。 

 市内のリサイクルステーションやストックヤードや地域の資源ごみ回収でも、ほとんどの市民の

皆さんは大変きれいに分別を行ってくださり、それは大変誇れることで、その結果、このようなこ

とができるのだと実感しています。そんな意識の高いこの本巣市であるからこそ、さらにこの先も

この宣言に見合うさらなる活動を続けていただきたいと思い、質問いたします。 

 ゼロカーボンシティ宣言を行ったまちとして、今後、具体的にはどのようなまちづくりを目指さ

れていくのか、市長にお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市長に求めます。 

 市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、お答えを申し上げたいと思います。 

 所信表明の中でも申し上げましたが、本巣市では既に地球温暖化対策として、幼児園、小学校、
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中学校などの公共施設への太陽光発電設備の導入をはじめ、県内官公庁では初となる市役所新庁舎

へのＺＥＢ化ですとか、道の駅をはじめ、駐車場への充電スタンドの設置。また、電気自動車や庁

舎へのＬＥＤ照明の導入、また、職員にはクールビズ、ウオームビズなどの実施などを推進してお

ります。 

 また、市民の方には、かねてから太陽光発電設備等の設置補助金の交付、また、ごみの減量化対

策といたしまして、電気式の生ごみ処理機の購入補助、また、廃棄物の、先ほど議員の質問にもあ

りましたけれども、廃棄物の処理も市民の皆さん方の大変な御協力をいただいて、３Ｒの取組など

も積極的に進めていただいております。さらに、中・小事業者に対しまして、脱炭素への取組など

を支援いたします本巣市事業者サポート補助金事業を通じまして、温室効果ガスの排出の減量に取

り組んできているところでもございます。 

 加えて、先ほどお話がありましたように、事業者との連携による取組ということで、サントリー

ホールディングスとの協定によりますペットボトル水平リサイクルをはじめ、中部電力株式会社と

の協定では、下水道施設の敷地の一部を賃貸した太陽光発電設備の設置を行ってきております。ま

た、日本郵便株式会社と締結いたしました熱中症による健康被害防止のための指定暑熱避難施設、

いわゆるクーリングシェルターも、家庭などから排出される二酸化炭素をはじめとした温室効果ガ

ス（カーボン）の削減にも、こういった取組も寄与しているというふうに考えております。 

 そのほかにも、環境意識の高揚のため、ふるさと納税の返礼品ということで、既に中部電力ミラ

イズ株式会社によります、市内の水力発電所から生まれました本巣市産のＣＯ２フリー電気の提供

を県内で初めて開始をいたしております。また、森林づくりを支援するための岐阜県独自のＧ－ク

レジット制度では、市内のもとす郡森林組合が積極的に取り組んでいただいて、既に実績を上げて

きておりまして、こういった様々な地球温暖化対策を実施してきているところでございます。 

 しかし、二酸化炭素排出量の実質ゼロを実現するということは簡単なことではない、一朝一夕で

できるものではなく、事業者や市民の皆様と一体となって脱炭素のまちづくりを進める取組でござ

いまして、日頃から小さな取組の積み重ねが重要であると私も考えておりますので、まず、今回の

ゼロカーボンシティ宣言のまちということで、新庁舎にその取組を広く周知するために、ゼロカー

ボンシティ宣言のまちである、その旨の懸垂幕をまず掲出してＰＲをしていきたいというふうに思

っております。 

 今後も、今回のペットボトル水平リサイクル事業など、事業者との連携事業、今後も積極的に進

めることで、市民、事業者への取組の支援と普及促進に向けた啓発活動を進めていくことによって、

脱炭素社会の実現というのに本巣市としても積極的に取り組んでいきたいというふうに思っており

ます。以上でございます。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 



－１０７－ 

 本巣市では本当に皆さん、今市長が言われた中でも気づかれていなかった取組の部分もたくさん

あったかと思いますが、本当に既にたくさんの取組をやってくださっているのですが、さらに、ゼ

ロカーボンシティーを目指して取り組んでくださるという力強い発言をいただきました。 

 さて、ただいま市長が言われたような、このゼロカーボンシティ宣言の本市のホームページには、

この宣言をした背景でこのようなことが載っています。 

 近年、地球温暖化に起因すると言われる気候変動により、世界的に自然災害が発生し、本市にお

いても記録的な猛暑や集中豪雨の増加により生活を脅かす事態が発生しています。私たち一人一人

は、この地球温暖化の問題を共有し、樹齢1,500年余りの日本三大桜の一つ、淡墨桜をはじめとす

る豊かな自然と多くの文化に恵まれ、守り受け継いできた市の誇る宝を次世代に継承していかなけ

ればなりません。本市といたしましても、市民、事業者、行政がお互いに連携・協力しながら、一

体となって地球温暖化意識を高め、2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにすることを目指し

ます。 

 今後の取組についても、ただいま市長の御答弁からあったような内容が箇条書で幾つか載ってい

ましたが、残念ながら本巣市の広大な森林、本巣市の約86％を占める森林については、大きな一言

はありませんでした。個人的にはとても残念です。 

 本巣市の広大な森林を守るために、既に森林譲与税なども活用して多くの取組が行われています

が、こちらのＰＲをもっとしていただきたい。そして、この宣言を機に、こちらでも民間との連携

をし、今まで以上に森林を守る関係人口を増やしてはいかがでしょうか。 

 例えば、岐阜県の進める企業との協働による森林づくりを本巣市にも活用できないか質問します。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業経済部長に求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 それではお答えいたします。 

 県の企業との協働による森林づくりは、県内の森林が有する山地災害防止、水源の涵養、地球温

暖化防止などの森林の多面的機能の維持や向上を図り、森林を適正に維持管理していくことの重要

性を広く社会や県民に浸透、認知させていくことを目的として、平成19年に策定されたものでござ

います。 

 近年、社会貢献活動の一環として森林づくりに関わる企業が増えてきており、県内では平成20年

１月に中津川市、岐阜県、トヨタ紡織株式会社が協定を締結し、活動を開始したのを皮切りとして、

現在までに33件が活動継続中となっています。活動内容としては、企業の従業員やその家族の方な

どの参加による植栽や下刈りなどの体験作業及びこれらに付随した地域交流活動等がございまして、

企業側から見れば、森林整備に係る費用は企業側の負担になるというデメリットはございますが、

一方で、企業のイメージアップや福利厚生、社員教育の機能を果たすなどのメリットがございます。 

 本市におきましても、令和４年度から５年度にかけて、市内企業や近隣市町の企業から２件の問
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合せがあり、活動の候補地として市有林や林業事業体が管理する森林などを提案いたしましたが、

企業側の望む条件として、作業に不慣れな従業員の方が作業できる傾斜の緩い場所であること、現

地にマイクロバスで乗り入れができること、周辺に公共のトイレがあることなど、ボランティア的

な活動を安全に実施できる要望がなされ、これら要望を全て満たす候補地がなく、協定締結には結

びつきませんでした。 

 企業との協働による森林づくりは、市にとっても森林整備に係る費用を企業に持っていただくこ

とで財政負担が減ることや、企業の活動により従業員やその家族などの多数の方々が市内を訪れる

ため、交流人口が増加する効果が期待でき、このようなことからも、市内の森林管理や林業振興に

とって有効でありますので、今後も企業からの問合せに対しましては、可能な限り条件に合う候補

地が提案できるよう努めてまいりたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 

 ２件問合せがあったということで、その２件の提案を受け取ることができず、もう非常に残念で

す。86％もあるので何とかとも思いますが、現実難しいことも重々承知しているのですが、ぜひと

も前向きに、そういった要望も、今ない形であっても受け入れていくような体制というのが何とか

できないかなと思います。よろしくお願いいたします。 

 なぜこのような質問をしたかといいますと、実は昨年、隣の北方町のある大手企業を見学させて

いただく機会があり、その会社の行っている様々な地域貢献の活動についてお話を伺ったのですが、

そのときに、この企業が企業との協働による森林づくりによって、ここではなく遠くの場所の森林

づくりをしているお話を聞いたんです。 

 私はその話を聞いてすぐに、ええ、何でというふうに思いました。なぜなら、その会社がたくさ

ん使っているそこの地下水は、その遠くの森林から来ているのではなくて、本巣の山々の恵みだか

らです。だからすぐに言いました。あなた方の会社で使っている地下水はどこの山から来たのか御

存じですかとお聞きしたところ、担当の方は、ああ、そうでした、失念しておりましたみたいなお

顔をされました。企業として、本業とは別にＳＤＧｓの取組など様々な環境を守る事業があります

が、ここはやっぱりどこでもいいのではなくて、自分たちの使っている水をつくる山を大切にする

のが本来ではないでしょうかというような恩着せがましいことをわざわざ言わなくても、その担当

の方はすぐにこうおっしゃってくださいました。もし本巣市でもこういった取組ができるなら言っ

てくださいと。 

 私はこのことから、本巣市の地下水がどこから来ているのか、もっとこちら側でＰＲすれば、こ

ういった本巣の山、森林を守る活動をしてくれる企業は実はたくさんあるのではと思いました。 

 そこで３点目の質問です。 

 東海環状自動車道の開通が目前となった今、本巣市の企業誘致は今後も活発に行われるべきと考
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えます。市内や近隣市町の企業の多くがその場所を選んだ大きな理由の一つに、今ある企業も本当

にここを選んだ理由の大きな一つに、豊富な地下水があることを上げていますが、豊富な地下水は、

先ほどから言っているように豊かな森林があってこその副産物です。地下水を使う周辺市町も含め

た企業には、この森林を守る努力が必要なのではと提案したら、もしかしたら乗っかってくれるか

もしれません。 

 企業に対し、森林を守る事業に何かしらの形で協力してもらうような提案を本巣市としてできな

いでしょうか、お尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業経済部長に求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 それではお答えいたします。 

 本巣市は、地下水の貯留量が豊富であり、水道用水や工業用水のほとんどが地下水で賄われてお

ります。企業はこの豊富な地下水の恩恵を受けており、新たに企業を誘致する上でも非常に有利な

条件の一つとなっています。こうした豊富な地下水を保全するためには、その上流部に位置する森

林の水源涵養機能が十分に発揮されるよう、森林が適切に管理される必要があります。 

 企業による森林の管理や森林づくりを支援する取組としましては、先ほど御質問にありました企

業との協働による森林づくりのほかに、主に国有林で行われている分収造林制度がございます。こ

れは企業が国有林内での植栽や森林整備の費用を負担しながら、将来、木材の伐採による収入が得

られた時点で、国と企業とが収益を分配するもので、法人の森林（もり）制度とも呼ばれておりま

す。 

 このほかに、適切に管理された森林での二酸化炭素の吸収量をクレジットとして認証し、企業が

そのクレジットを購入することで、自社の二酸化炭素排出量をオフセットするカーボンクレジット

制度が注目されています。 

 岐阜県ではＧ－クレジット制度が令和５年度に制定され、市内ではもとす郡森林組合の取組が令

和６年８月に認証され、販売可能な258ｔ－ＣＯ２は全てクレジットとして完売されています。 

 また、国のＪ－クレジット制度では、市内の岐阜県森林公社の分収造林地が認定されているほか、

現在、市内の民間林業事業体が今後の取得に向けた取組を開始しております。 

 市におきましては、企業に対し、地下水の恩恵を受けていることや、そのためには森林の適正な

管理が必要なことをお伝えするための情報やカーボンクレジットの紹介など、市内及び近隣市町の

企業に向けたＰＲを市のホームページなどを通して行い、林業事業体が販売するカーボンクレジッ

トの後押しをすることで、企業に協力を求めていきたいと考えています。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 
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○２番（髙橋知子君） 

 ぜひともホームページを超えて積極的に関わってくださるよう、よろしくお願いいたします。 

 それでは次に、ボランティアポイントについて質問します。 

 本巣市で既に導入されているボランティアポイント事業ですが、このボランティアポイントとい

うものは、介護予防ボランティア活動を行った方にポイントが付与され、ボランティア活動の参加

を促進し、介護予防サービスの提供体制を支援することを目的としています。少子高齢化が進む中

で、ボランティアの活動は介護予防に限らず、様々な人手不足の現場で必要とされています。こう

した様々なボランティア活動にもポイントをつけ、特に元気な高齢者の方自身にボランティア活動

への参加を促進してはどうかと考え、質問します。 

 ではまず１つ目の質問で、現在のボランティアポイント事業の成果はあるのか、お尋ねいたしま

す。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を健康福祉部長に求めます。 

 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小椋真二君） 

 それではお答えをいたします。 

 令和４年度から実施する介護予防ボランティアポイント事業は、先ほど議員が御紹介いただいた

とおり、介護保険法第115条の45第１項に規定する地域支援事業といたしまして、介護予防ボラン

ティア活動を行った場合にポイントを付与する制度を設けることによって、ボランティア活動への

参加を促進し、介護予防サービスの提供体制を支援する目的で、介護保険制度を活用した特定財源

の事業でございます。 

 ポイント付与対象者は、市主催の介護予防サポーター養成講座を修了し、かつ本巣市介護予防サ

ポーターズクラブに加入する者であり、対象事業の転倒予防教室、キラリ元気アップ教室、脳のい

きいき教室、サロンや認知症カフェなどの集いの場、介護予防サポーター養成講座にボランティア

として参加し活動した場合と規定をしております。 

 ポイント付与対象者には、活動１回につき１ポイントが付与され、合計５ポイントにつき500円

相当のもとまる商品券と交換することができますが、令和４年度ではクラブ加入者38名中21名に対

し、３万4,000円分の商品券68枚を交付し、令和５年度ではクラブ加入者39名中26名に対し７万

4,500円分の商品券149枚を交付したところでございます。 

 現在、クラブ加入者は41名で、年々増加傾向にあり、また例年、クラブ加入者の半数以上がボラ

ンティア活動へ積極的に参加していることを鑑みますと、本事業には一定の成果があったものと考

えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 
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○２番（髙橋知子君） 

 今御答弁にあったように、ボランティアポイントには、ボランティア活動を促進させる効果が一

定あるということでした。そして、現在のボランティアポイントは介護保険の事業で、その事業で

あれば予算は国から出るということです。 

 そこで、様々なボランティアを促進させるために、次の質問ですが、介護予防以外のボランティ

ア活動でも、市独自でボランティアポイント制度をつくり、ボランティア活動を促進することは可

能かどうか、これはいろいろな部署をまたぐ質問なので、副市長にお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を副市長に求めます。 

 副市長。 

○副市長（谷口博文君） 

 それではお答えいたします。 

 現在、介護予防以外で市独自の要綱などを定めて実施する無償のボランティア活動は、道路の破

損を市に連絡する市道メンテナンスサポーターや子育て事業の支援を行う子育てボランティアなど

がございます。 

 本来、ボランティア活動は自主的な活動として参加するものであることから、報酬を求めない無

償のボランティアが大半ではありますが、道路、河川などの草刈りボランティアや市社会福祉協議

会のくらしつなぎあい事業など、有償で行うボランティア活動もございます。 

 市独自でボランティアポイント制度をつくるためには、どのようなボランティア活動を対象事業

とするのか、既存の有償と無償のボランティア活動をどう区別・整理して対象事業とするのか、ボ

ランティア参加者の活動内容に応じたボランティアポイントをどのように設定するのかなど、制度

を設計していく上で様々な課題がございます。 

 いずれにいたしましても、地域住民が助け合う互助や共助によるボランティア活動の促進には、

その担い手を確保することが重要であるとは認識しておりますが、介護予防以外のボランティアポ

イント制度の創設につきましては、今後、他の自治体の事例などを参考にしつつ、調査・研究を行

ってまいりたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 

 今ありましたように、ボランティアポイントという制度はあまりほかの市町でも使われておら

ず、介護保険のボランティアポイントでも使っているところはまだ少ないそうです。ですけど、一

応この質問をしたのには理由があります。 

 まず、有償のボランティアについて調べると、実費や交通費以上の謝礼を受け取れるボランティ

ア活動と出てくるのですが、誤解のないように言いますが、今御答弁にあったような、今本巣市に
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ある形の有償ボランティアでも、本当にほんの少しだけ気持ちばかりのお金であることがほとんど

で、現在ボランティア活動をやってくださっている皆さんは、本当に奉仕の精神で活動をしてくだ

さっています。本当にありがとうございます。 

 そして、無償のボランティア活動も既に多く存在しています。その一つが児童・生徒の登下校の

見守りです。本巣市では、子どもたちの登下校中の危険箇所と思われるところに、地域の見守り隊

として非常に多くの方が御協力してくださっています。毎日のことですから、本当に感謝の気持ち

でいっぱいです。私も長男が小学校１年生になったときから、保護者として交通当番が回ってくる

ときのみ交通当番を行っていますが、いつもの交差点に行くと、毎日立ってくださっている見守り

隊の方が当たり前のようにして、本当にありがたいなという一言です。その方と交通当番のときは

少し挨拶をしながらお話をして立っているのですが、その方々からお話を伺ったり、また交通当番

に立っているいろんな保護者の方からお話を聞いていると、なかなか問題があるなということも感

じます。 

 まず、基本どのおうちもそうなのですが、交通当番の日は自分の子どもよりも早く家を出る必要

があります。子どもが大きくなってこれば全く問題のないことなんですが、例えば私ですと７時半

にはその交通当番の場所に行くんですけど、自分の子どもが家を出るのは７時40分ぐらいなんです

ね。そういったことはどの家庭でもあることなんですが、やはり低学年や、あと子どもの特性的に

１人が無理なお子様のおうちなどはなかなか大変だと思います。やっぱりそういったおうちは誰か

が家にいる、自分以外の大人を確保しなければなりません。 

 私のうちは実家がすぐにあるので、自分の親にすぐ頼めますし、また父親である方などが御家族

がまだ出勤していないおうちだと誰かがお宅にいるとか、そういったおうちはいいのですが、基本

的に７時半ぐらいですと、もう出勤されているおうちがほとんどですし、また下の子もいたりする

と、その交通当番のために有休を取るという話もよく聞きます。大抵のおうちの交通当番の係は母

親です。御自分でやるしかないおうちは時間がない中、急いでその場所にいらっしゃったり、下の

お子さんを抱きかかえての交通当番だったりで、交通安全のために立っている交通当番ですが、そ

の人自身が逆に大変危ないと常々感じています。 

 地域によっては、そのような御家庭は交通当番を免除されているところもあるようですが、そう

いった温かいところというか、そういったところは実質ほとんどありません。自分の子どものこと

は自分で見るのは当たり前なんですけれども、そんなことは分かっているんですが、本巣市は地域

で子育てをするまちですよね。市長の所信表明にもございました。子どもは地域の宝で、地域全体

で子育て家庭への理解を深め、安心して子どもを産み育ていることのできる環境を実現するために

支援していくことが必要ですとありました。地域で子育てをするという言葉、よく出てくる何か政

治家が好きそうなフレーズなんですが、一体何でしょうか。少しオーバーかもしれませんが、次の

質問は、私が考える本当の意味で本巣市が地域で子育てをするまちになるためのニュアンスとか一

部の話ではなくて、全ての子どもたち、全ての家庭全体が、ああ、本巣市は地域で子育てをしてく

れているなと現役子育て世代が実際に感じられる、実感できる非常に具体的な策としての提案で
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す。 

 質問します。保護者による交通安全当番を完全になくし、100％地域で見守ってくれるまちとし

て本巣をＰＲしてはどうでしょうか、お尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育委員会事務局長に求めます。 

 教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（髙木孝人君） 

 保護者の交通安全当番を完全になくし、100％地域で見守るまちとしてＰＲしてはどうかについ

てお答えします。 

 本市では、見守り隊と呼ばれる地域住民で結成されたボランティアの皆様が、未来あるかけがえ

のない子どもたちの命を毎日欠かさず寄り添って、学校まで共に歩き、見守り続けていただいてお

ります。 

 登下校の安全は、自動車等に対する交通安全の面だけではありません。現在、全国で子どもが登

下校中に犯罪被害に遭うケースも増加しております。被害の多くは、子どもだけで行動していると

きや人の目が少ない状況で発生しております。こうした犯罪被害を減らすためには、地域全体で登

下校中の子どもたちを見守り、活動することは欠かせません。 

 登下校の子どもたちの安心・安全を確保するためには、地域ぐるみで見守り活動を充実していく

ことが大切です。さらに、多くの人々の目で活動者同士が積極的に声をかけ合い、見守る環境をつ

くり出すことが、安心・安全な地域へとつながっていきます。 

 一人一人無理なく、できる範囲で、子どもたちや地域に目を向け、見守り活動を実施することで、

事故や犯罪が起きにくい環境をつくり出すことが重要であり、具体的には登下校の付添い、定点見

守りをはじめとして、自宅の庭や玄関先でながら見守りなども進めています。 

 それぞれの仕事や家庭などの事情がありますので、交通安全当番など見守り活動は無理なく行う

環境づくりや小さな取組を重ねることで、地域コミュニティーの活性化や地域全体で安全を守る環

境が生まれ、子どもたちの安心感にもつながります。 

 地域の多くの皆さんはボランティアポイントは求めておらず、純粋に子どもたちの登下校に寄り

添い、地域のために見守り活動を行っています。 

 いずれにいたしましても、登下校時の見守り活動は、学校を中心に保護者やＰＴＡが子どもたち

を見守る当事者となり、地域住民、警察、民間企業、地域団体などが一致団結して連携・協働しな

がら地域ぐるみで取り組むことが最も重要であり、住みよい環境づくりにもつながっていくもので

あると思っております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 
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 一人一人無理なくできる範囲でというのは大変理想な形で、そうなっているところがないとも言

えないのですが、現状、多くの家庭はやはり無理をしています。正直うちは無理です。交通当番無

理ですと先輩お母さんたちの集まった子ども会の親の会で言えるお母さんは、日本人にはいません。

結果、各家庭が頑張って無理してやっているのが現状です。今は昔のように専業主婦の方は大変少

なくなっていますし、移住定住を促進している本巣市ですから、頼れる実家が近くにあるとは限り

ません。移住定住を本当に若い子育て世代に促すなら、質問前にも言いましたが、その家庭が本当

に実感できる策が必要ではないでしょうか。 

 また、今のやってくださっている方はボランティアポイントを求めていないという御答弁でした

が、ボランティアポイントは今ある方たちのことではなく、どちらかというと新たにボランティア

をしてくださる方を募集して、それを促進させるための単なるきっかけというふうに考えていただ

きたいです。 

 先月、もとす広域で介護保険の話をしてきました。本巣市は広域でつながる瑞穂市や北方町より

も断トツに高齢者の割合が高いんです。これが今回の質問をした大きな理由です。65歳以上が既に

31％以上で、高齢者のいる世帯数は50％以上です。自分のお子さんなどと同居している方はいいの

ですが、高齢者のみの世帯はどんどん増えています。2025年には、今年のことですが、団塊の世代

が全員後期高齢者、つまり75歳以上になると前々から言われていたので、何か今が高齢者のピーク

のように感じるんですが、そんなことはなく、今後その高齢者の割合でいえば、割合はどんどん増

えて、2040年頃にピークを迎えるそうです。人は誰でも老いますし、そんなことは当たり前なんで

すが、そういった話を介護保険料の話と併せて聞いていると、正直気持ちがげんなりしてきます。 

 私自身もそうですが、本当に最後の最後まで、できるだけ長く、健康で楽しく暮らしたい。そう

思われている方がほとんどではないでしょうか。昔は年を取ったら畑仕事でもしながら静かに隠居

生活というのが幸せな老後の定番だったのかもしれませんが、今の高齢者の方は畑のある方ばかり

ではありませんし、長い夏は暑過ぎて畑に立つのはそれこそ健康に悪そうです。 

 そんな中で、毎朝決まった時間に始まる交通当番というのは、なんてちょうどいい活動でしょう

か。子どもたちが登校するので、気候的に危ない日はありません。子どもたちと毎日おはようと挨

拶をして、同じ交通当番に来た方と少しお話をして、そして子どもたちや保護者に感謝されて１日

がスタートします。そして、そこに気持ちばかりのボランティアポイントをつけて、たまにその後

で皆さんにモーニングなどお出かけしていただけたら最高じゃないでしょうか。これはあくまで私

の理想の提案の一つですが、このようにお互いにウィン・ウィンになるような仕組みが市内に広が

るのが一番いいのではないかと常々思っています。 

 地域の皆さんの御協力が何より必要になりますので、質問にはありませんが、ぜひ自治会にもこ

のような提案をしていただきたいと思います。 

 それでは、最後の質問に入ります。 

 最後、本巣市の柿についてです。 

 今年度は皆さん御存じのとおり、夏の暑さやカメムシにより今までにない大きな被害を受けた本
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巣市の柿、特に富有柿ですが、気候変動の影響も大きく、来年度以降も被害がないとは限りません。

本巣市の農産物はお米やトマトやイチゴやそのほかにすばらしいものがたくさんありますが、やは

り富有柿は市を象徴する農産物で、既に多くの方々に本巣市の柿はおいしいと広く認知されており、

特別な存在です。民間の農家の方々が作っている柿ではありますが、今何か対策をしなければ本巣

市の柿農家は近い将来激減するのではと危惧しています。この対策を誰が行うのか、考え方はいろ

いろですが、私はぜひ市にもやっていただきたいと思っています。 

 そこでまず、最初の質問ですが、本巣市にとって富有柿はどのような存在で、市として市内の柿

農家を援護するお考えはあるのか、市長にお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市長に求めます。 

 市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、お答えをしたいと思います。 

 岐阜県は富有柿の発祥の地と言われ、柿の生産は全国屈指を誇ります。その中でも本巣市は柿栽

培に適した気候条件と土壌の条件がそろっていることから、県内随一の柿の名産地として有名で、

柿は本巣市の木にも選定されています。特に富有柿は丸みを帯びた形で甘みが強く、甘柿の王様と

言われ、熟した果肉は濃厚な甘さで多果汁でとろける柔らかさです。また、ビタミンＣやタンニン、

カリウムなどを含む栄養素が高い果物であることから人気があり、柿が販売されます10月から11月

下旬にかけて、市内外から大変多くの方が本市を訪れ、にぎわいを見せております。 

 また、本市の令和６年のふるさと納税におきましても、富有柿は全体の寄附額10億円の約15％を

占め、その存在価値は大変高いものとなっております。このようなことからも、柿は本巣市を代表

する特別な農産物でもあり、市内外に誇れる市の財産であるというふうに考えております。 

 現在、市では柿農家への支援ということで、富有柿の知名度のさらなる向上とブランドイメージ

の確立、また、新たな販路の開発等を通じた消費の拡大を目的といたしまして、市内の柿生産者で

組織いたしますマル糸柿振興会に対しまして、消費拡大事業補助金、また栽培技術の向上、経営指

導及び栽培振興に要する経費として農産振興補助金を交付しているところでございます。また、将

来に向けて、富有柿の産地として柿の生産を維持できるよう、木の年齢が古くなって、収穫量が減

少してきております柿の木のいわゆる改植、植え替えなどに対しましても、富有柿等振興奨励事業

ということで、これも補助金を交付して支援をしているところでございます。 

 しかし、こうした支援をしておりますが、一方、近年、柿の生産者は減少傾向でございまして、

特に小規模な農家は農業従事者の高齢化、また後継者不足、手間をかけた割には十分な収入が得ら

れないなどの理由で、離農と同時に柿の木を伐採する方が多くなってきておりまして、市内のあち

こちで柿の抜根等が行われているのが事実でございます。 

 このような柿農家への支援といたしましては、今後考えていかなければならない話として、１つ

目としては技術指導や研修の実施ということでございます。新しい栽培技術や病害虫対策について
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の情報提供を、富有柿の里において、柿づくり塾を今後もしっかりと開催しながら、柿農家が最新

の知識を持って生産に取り組めるようにサポートしていきたいというふうに考えております。 

 ２つ目としては、経済的な支援の実施でございます。国の事業でございます新規就農者育成総合

対策のうちの経営開始資金、また経営発展支援事業による支援を継続しながら、今後の国の農業支

援に関する事業の動向を注視しながら、こういった皆さん方の経営の基盤の強化というのを国の支

援をいただきながら強化を図っていきたいと思っております。 

 ３つ目として、これは大変重要なところでございますけれども、販路拡大の支援でございます。

昔から岐阜県の産業というのは、この柿だけじゃありませんけれども、作り上手の売り下手と言っ

て、作るのはいいものをつくるんです。なかなか販路のいい先を見つけられなくて、いわゆる販売

に苦労しているというのがこの岐阜県の産業の実態ではございますけれども、柿につきましても似

たようなところがございまして、そのために名産品というか特産品をつくるための今努力を柿振興

会の皆さん方が一生懸命に取り組んできて、今ではマル糸マークというようなことで、全国でも有

名な柿の銘柄になってきておりますけれども、こういった取組をやっぱりやることによって販路の

拡大ができてくるんではないかと思っております。 

 そういうことで、現在実施いたしておりますこういった販路拡大のための消費拡大事業補助金制

度のほか、今も一部の生産者は既に取り組んでおります。先ほどふるさと納税の話で、15％ほどと

今お話し申し上げましたが、その中にはもう既に、生産者の方々が既に取り組んでおりまして、ふ

るさと納税を通じて、そしてまた通販サイト、こういうものも使って、販売にもどんどん取り組ん

できております。積極的に若い方々、そして、柿をもっともっとしっかりと生産して、そしてしっ

かりと全国にやっていこうという方々がどんどん出てきているということは大変うれしい限りであ

りますけど、こういった活動を通じて消費者との接点を増やすことによって販路が拡大していく、

そして販売額の増加につながっていくというふうに思っております。 

 今後も柿農家への支援というのは、今申し上げたようなことも考えながら、農家の皆様方がこれ

からも本巣市のこの柿を安全・安心して生産活動が行えるような環境を、これからも生産者の皆さ

ん方と一緒になって環境を整えていけるように取り組んでいきたいと考えておりますので、よろし

くお願い申し上げたいと思います。 

 いずれにいたしましても、厳しい時代の中にあっても、知恵を出して、汗をかいて、そして新し

い取組をやることによって活路は見いだしていけるんじゃないかというふうに思っております。ふ

るさと納税の実態を見ていましても、本当に多くの方々に全国から本巣市の柿を買っていただいて

おります。そういったことからも、まだまだ私は先はあるというふうに思っております。今後とも、

どうぞよろしくお願いいたします。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 
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 大変熱い思いを聞いて個人的にはうれしく思ったんですが、本当にそういった力強い農家さんが

これからも増えていってくれると一番うれしいのですが、やっぱり今言われた支援がなかなか小さ

な、特に高齢の方がやっているような柿農家さんまでは行き届いていないのが現状としてもありま

すし、そういった農家さんが、じゃあこれからもっとというふうに自分から気持ちを奮起していく

というのはなかなか難しいところもあるのではないかというふうに思います。 

 特に今年のような被害が大きい年はそういった傾向が大きくなるので、来年のことを本当に心配

しているんですが、ですが例えば今年一番大きな被害だったカメムシ、そのカメムシに吸われた部

分を取り除いて食べれば、本当に普通においしい味なんですね。毎年、私も全国にいる友人に柿を

送るんですが、こんなおいしい柿を初めて食べたとか、柿のイメージが本当に変わったとか、すご

くいい感想をみんな言ってくれます。 

 柿栽培に適した気候条件も、もしかしたらこれからだんだんと危うくなっていくのかもしれませ

んが、それでもやっぱり少しぐらい見た目は悪くなっても、おいしいものはおいしいのです。見た

目の美しい柿の販売ルートは、今の御答弁でもありましたように既に確立されており、また今後も

通販サイト、ふるさと納税などを通して可能性は非常に大きくあると思いますが、やっぱりそうで

ない柿をどうするかというのが一つ大きな取組であるというふうに思います。 

 そこで、次の質問なんですが、今年度は特に多くの柿が数個100円で売り出されたり、畑に大量

に捨てられたりと、収入につながらない柿が多くありました。例えば、里山ジビエのような、市が

主体となった柿の６次産業につながる加工場を造る、柿の価値を下げることなく販売できる場所を

市が造るなど、市内に多く存在する小さな柿農家の収入を維持できるような仕組みを市で考えては

どうでしょうか、お尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業経済部長に求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 それではお答えいたします。 

 生産者や地域の農業団体などからの聞き取りによりますと、令和６年度産の柿については、気温

の高い時期が長く続いたことにより、全体的に色づきが悪く、出荷時期に遅れが生じ、出荷のピー

ク時期に贈答用の高品質な柿を十分に確保することができず、期待どおりの出荷量とならなかった

との報告がありました。加えて、果樹カメムシ類の異常発生に伴い、果実の吸汁による品質の低下

により出荷できない柿が多く廃棄されるといった事実もあり、これらの要因から令和６年は柿農家

の収入に大きな打撃を与えたものと認識しております。 

 議員御提案の、里山ジビエ会のような市が主体となって柿の６次産業につながる加工場や販売場

を造るといった取組につきましては、富有柿は既に認知度が高く、消費者に定着している農産物で

あり、個人農家、法人、柿振興会、ＪＡなどのそれぞれの立場で販売ルートなどが確立されている

ため、民間主導による振興策が有効であると考えており、現在のところ市が主体となって柿の６次
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産業につながる加工場を建設する予定はございません。 

 ただし、市内の柿農家では、規格品として市場に出荷できない、いわゆる訳ありの柿を無人販売

所などで安価に販売しており、市内外からそれらの柿を求めて訪れる方も多く見受けられます。こ

れらの訳ありの柿は、産地直送通販サイトやふるさと納税の返礼品としても人気が高く、既に一部

の市内事業者でも取り組んで収益を上げている事例がございますので、これらを紹介し、新たな販

路拡大を促し、収入アップにつなげていきたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 

 本当に訳ありの柿がたくさんありまして、どの市場に属するとか振興会に属するとかで、その訳

ありの柿の扱い方も違うとは思うんですけれども、そういった柿も上手に何とか、数個100円とか

ではなくて、本当に丹精込めて作られた柿ばかりですので、ちゃんとそれに見合った収入が得られ

るような仕組みができないかというふうに思います。 

 里山ジビエ会は、これまで使用した鹿やイノシシのうち、自家消費分以外はその処理の負担が大

きいため埋められてきたものを会員が捕獲したジビエは、里山ジビエ会が買い取って、今まで捨て

られていたものを資源として活用する画期的な仕組みとして構築されたとホームページには載って

いました。 

 柿も以前は富有柿の里などでそのような加工を行っていたというお話なんですが、再質問です。 

 現在、そのような加工場はどうなっていますか、お尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの再質問について、答弁を担当部長に求めます。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 現在の加工場のお話なんですけれども、公共が持っている加工場はございませんので、民間でや

っているところがあるんですけれども、１つ富有柿センターのところに加工場を利用して、加工の

商品を開発しているところがございます。ただ、そこの団体も大分高齢化しておりまして、勢い的

にはちょっと落ちているところなんですけれども、何とかそういったところも持続できるような支

援を考えていきたいと考えております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋知子議員。 

○２番（髙橋知子君） 

 柿はやっぱりリンゴやイチゴに比べると、本当にそのまま食べる以外のおいしい食べ方が大変少

ない果物かもしれません。それでも、数多くの市内のレシピコンテストであったり、給食のメニュ

ーの提案のときであったり、私が最近柿を使ったデザートで一番おいしかったのは、近隣でお菓子



－１１９－ 

を作って販売されている方々がいらっしゃるんですが、その方たちが作った柿のスパイシータルト

という、スパイスを混ぜた柿がごろごろ入ったタルトが非常においしかったんですが、例えばそう

いったプロの方にお願いしたり、あと、私は個人的には柿ジャムはあまり好きではないんですが、

でも柿ジャムにちょこっとだけユズを入れると大変おいしいんですね。そういったこととか、何か

そういったアイデアを集めたものを作れば、何とか今後、例えばインター開通で市内に来た方々も

楽しめるような柿の加工品など作っていけるのではと思います。 

 富有柿の里もいろいろ取り組みたいことなどたくさんあると思うんですが、本巣市内に富有柿の

里以外にも加工ができるような、例えばぬくもりの里のほうにも家庭科室はありますし、いろんな

場所でそういったことをできることがあると思いますので、ぜひとも、そういったまず考える場を

設けられないかなというふうに、市内のイベントとかを市民の方にやってもらうみたいな感じで、

そういった方向でも考えるような場をつくれないかなというふうに思っています。 

 以上、今日の質問は、私なりに本巣市の未来を見詰めて、今できることはないだろうかという思

いで質問させていただきました。やっぱりこれからのまちづくりには、先行投資という新しい形が

必要なのではないかというふうに思います。東海環状自動車道の開通に合わせて、ぜひ新しい視点

も検討していただければというふうに思います。 

 以上で終わります。ありがとうございました。 

○議長（道下和茂君） 

 ここで暫時休憩をいたします。10時50分より再開したいと思いますので、よろしくお願いします。 

午前10時37分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午前10時52分 再開  

○議長（道下和茂君） 

 それでは、休憩前に引き続き会議を開きます。 

 議席番号９番 高橋勇樹議員が出席されましたので御報告をいたします。 

 ただいまの出席議員数は16人であり、定足数に達しております。 

 続いて、４番 飯尾龍也議員の発言を許します。 

 飯尾龍也君。 

○４番（飯尾龍也君） 

 議長の許可を得ましたので、通告に従い一問一答で質問していきたいと思います。 

 まず１つ目は、本巣市の教育についてです。 

 教育長は、もうこれで、この３月で３期９年という任期を終えられる。また来年度から、また任

期、再任という形になられるんですけど、私も義務教育の過程、子どもが小学校に入っていろいろ

お世話になって、今の中学生がちょうど今年度卒業するこの９年間ですね、教育長がいろいろ教育

行政に当たられておられましたけれど。 

 私自身も、子どもが義務教育の小学校に入って、最初関わったのは、子どもが毎日通っているけ
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ど、夏休みまで、何かおかしいなと思って、子どもに聞いたら、おなかをぼこぼこやられていると

いう形で、早速担任の先生に御相談行って、とてもちょっと学校へ行けないよという形で対応して

もらった覚えがございます。それがもう十二、三年前ですね。それから学校と関わりがあるように

なりまして、またＰＴＡのほうでいろいろお世話してもらって、そんな形で義務教育とは関わって

おりました。 

 また、私自身も、身内、縁者に教育関係者が大勢おったもんですから、いろんな情報を得たり、

どういうふうに対応したらいいのか、子育てしていく上でどうしたらいいのかなという思いで、ず

っと子どもとの関わりを持っておりました。 

 また、父親もＰＴＡもやっていたもんですから、ああ、父親どうやったかな、何をやっていたか

なと、自分自身を振り返りながら子育てをして、自分の子どもに対してどうやって教育していった

らいいのかというのも常に自問自答しながらやっておりました。 

 その上で、教育って非常に大事なもの、やっぱり先行投資ですね。いろんな行政の施策はありま

すけど、やっぱり人は宝、先ほど髙橋議員なんかもおっしゃられていましたけど、宝です。人にど

のような教育をし、どのようにこれから未来の社会をつくっていくかというのは非常に大事だと思

ってます。 

 その上で、今までの教育行政を振り返った場合に、教育長として、今までの総括という意味でぜ

ひお伺いしたいのは、今年度でまず任期を終える、その教育行政に対しての総括をお伺いいたしま

す。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育長に求めます。 

 教育長。 

○教育長（川治秀輝君） 

 今までの教育行政の総括についてお答えします。 

 これまでの任期におきましては、常に子どもや市民に軸足を置き、今と未来を幸せに生きる主体

者を育成するため、学校教育、幼児教育、社会教育を有機的に連携させ、時代の一歩先を行く教育

を推進してまいりました。 

 変化の激しい時代を迎え、特に子どもたちには正解のない問題に自分らしく立ち向かい解決して

いくために、最上位の目的を自立と捉え、ぶれずに迷わずに子どもが主語の教育を求め続けてきま

した。そして、はやりの教育改革や先進事例に惑わされることなく、本巣市流の教育を構築してま

いりました。 

 それらの取組は、次の３つの方針の下で進めてきました。 

 まず、方針の１つ目といたしましては、現場主義を貫いてまいりました。子どもの側に立ち、子

どものニーズや課題に応じることを重視し、施策に反映させました。 

 その第１に、幼児期からの運動遊びを大改革しました。未来を切り開き、たくましく生き抜く教

育の基盤は心と体の健康と体力と捉え、この取組により運動能力や身のこなしなどが大きく変容し
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たことに加え、強くて優しい心や、やり抜く力、集中力、社会性などの非認知能力も高まりました。 

 また、運動に加え、健康の三大要素である食事も同時に改革し、子どもたちに手作りでおいしい

給食を提供し、食の楽しさを生み出しました。この運動と給食の大改革により、子どもたちは思い

切り体を動かし、残さずよく食べ風邪などの欠席者数も減る好循環、効果が見られました。 

 さらに、主体的に学ぶ力を育成するために、自分が興味あることに挑戦できる体制をつくりまし

た。数学のまちづくりでは、本巣松陽高校、岐阜第一高校、岐阜工業高等専門学校とコラボした数

楽校の開催、数学の面白さを実感できる数学ワンダーランドの開設を進めました。 

 English Days in NEOでは、英語を楽しみながら豊かなコミュニケーションを図る学びを実現し、

ふるさとロマンプロジェクトでは、船来山古墳群などの歴史を学び全国考古学新聞コンクールで優

勝する児童も生まれました。 

 今年、一段と力を入れて取り組んだのが、子どもたちの当事者意識を高め、生きる主体者を育て

る教育の実現です。子どもの手による、本巣市こどもの権利条例制定は、自分たちの力で法律をつ

くり上げ社会を変革するというこれまでにない取組であり、子どもたちの考え、提案、対話、表現

などの頑張りや成長を誇りに思います。 

 方針の２つ目として掲げてきたのが未来志向主義です。未来を見据え、変化に振り回されること

なく本巣市型を先につくり上げ、先手先手で改革を積み重ねてまいりました。 

 その１つ目が本巣市型義務教育学校根尾学園の開校です。全国に先駆けて教育課程に組み入れた

探究学習かがやき科は、一人一人の可能性を大きく引き出し、教師を超える質の高い学びを実現し

ました。また、異学年によるチーム編成、いわゆる全校縦割りの異年齢学級は、まさに自立と共生

を生み出しました。 

 ２つ目として、時代を担う本巣市型のリーダー育成があります。他校のリーダーたちと対話を通

して納得解をつくり上げていく児童会・生徒会サミット、中学校２年生全員を広島へ派遣する平和

研修、さらには沖縄研修も実施し、本巣の新しいまちづくりへの提案・具体化も実現できました。 

 防災教育においても、岐阜大学の髙木朗義教授の協力の下、ジュニア防災リーダー制度をつくり

ました。東日本大震災の被災地への派遣も実施し、災害に強いまちづくりを真剣に考え行動するリ

ーダーたちが育ち、42人の中学生防災士も誕生しました。さらに、未来を見据え、中・高生以上で

編成するホープ防災リーダーズを結成し、その動きは防災に強いまちづくりの大きな力となってい

ます。 

 これらの学びは、全て体験を重視し、五感で学び、行動を起こすエネルギーを培い、それによっ

て子どもたちは自発的に活躍し続けています。 

 また、その他にも本巣市型部活動支援クラブをいち早く立ち上げ、休日の地域移行を実現させま

した。 

 さきに説明したこども権利条例、数学のまちづくりなども本巣市型の教育であり、これらの本巣

市型教育、ひいては本巣市の教育は全国から注目され、今年は福島県、広島県、熊本県、長崎県、

愛媛県などから多く視察が訪れています。 



－１２２－ 

 方針の３つ目として大事にしてきたことは、連携協働主義により教育の質を高めたことです。 

 その１つ目が、８つの公立幼児園を持つ本巣市でしかできない幼・小・中の連携協働です。小学

校教員の幼児園派遣、園長会、校長会の融合、幼小の合同研究会など、幼小架け橋プログラムとし

て挑み、その成果を上げています。 

 ２つ目は、本巣市の教育の最大の強みである本物、その道のプロとの連携協働です。数学の秋山

仁氏、ウオーク・ランニングの金哲彦氏、英語教育の文部科学省、直山木絹子氏、本巣市教育アド

バイザーの木村泰子氏、苫野一徳氏、合田哲雄氏をはじめとして、多様な人々の専門性と市の教育

とを融合させ、一人一人の子どもの可能性を大きく伸ばしてきました。 

 そして、最後にお伝えしたいのが、教育の根幹である不易も大切にしてきたことです。教育は人

なりです。百の施策より一人の教師であり、教師は子どもにとって最大の教育環境です。教育観を

高める研修をどんどん進め、教師力の向上に努めながら子どもへの愛情と教育への情熱を持った教

師を本巣市へどんどん招聘しました。経験豊富で優秀な退職校長を子ども支援対策監や不登校対策

指導員として位置づけ、困り感を抱える子どもや保護者の支援体制も構築しました。さらには、園

長や教科専門指導員にも充て、教育の質がぐんと高まり、保護者との信頼関係も強固なものとなり

ました。 

 これらの方針や施策、そして携わる専門性の高い教育者などの力が化学反応を起こし、市全体が

教育の運命共同体、生命体となったことが大きな成果だと捉えています。これが、子どもたちの当

事者としての生き方や思考力・判断力・表現力などの力に結びつき、多くの子どもの自己肯定感を

高めることができたことが大きな喜びであり、総括と言えます。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 飯尾龍也議員。 

○４番（飯尾龍也君） 

 たくさんの、施策をしていただき、本当にありがたいなという思いがあります。 

 これを本当に、全部身につけていたら、すごい人間がたくさん出てくるんじゃないかなと。僕は

これ全部習得した人間、まず無理だとは思いますけれど、やっぱり、この中で１つでも２つでも引

っかかって、それを軸としてどんどん人間が大きくなって成長してくれる、そういう子どもたちが

増えてくるといいなという思いがあります。 

 やっぱり、今の教育長さんがおっしゃられた施策をやって、リーダーシップの下でやっていって

いただいたおかげで今がある、中学校、小学校の学校教育が成立しているなという思いがあります。

非常に感謝しております。 

 僕に関して言えば、部活動の地域移行という形でいろいろ尽力いただきましたし、また数学のま

ちづくりに関しても、やっぱり地元でこんな髙木貞治先生のことをしっかり、また船来山のことを

しっかりと深く深化させて、それを子どもたちにふるさとの大切さ、思い、それを未来へつなげて

いくということをやっていただく、非常に感謝しております。 
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 やっぱりこれは、ここに生まれて、ここで育って、また旅立ってもこっちへ帰ってきたいような

と、そういう思いになると僕は思います。僕もそういう思いで育ってきましたし、そんな形で何と

かこの地域で恩返しできたらなという思いがあります。やっぱりそういう人たちが、１人でも２人

でも多く来てくれたら本当にありがたいなという思いがあります。 

 そういう思いもありまして、やっぱり、任期９年、３年、３年、３期９年やられて、次また３年

があります。じゃあこれから本当に本巣市の教育、任期はありますけれど、より核となる軸となる

方針というものをお持ちでありましたら、ぜひとも伺いたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育長に求めます。 

 教育長。 

○教育長（川治秀輝君） 

 来季に向けた抱負についてお答えします。 

 今の思いは、ふるさとをルーツに未来を切り開き、たくましく生き抜く子を育てる、今と未来を

幸せに生きる主体者を育てるというこれまでの揺るぎない教育信念を持ち続けて、今後も常に子ど

もを主語にした教育を追求し続けていきたいと考えています。 

 キーワードはやはり自立であり、子どもが自己選択、自己決定を繰り返し行動を起こす。自分の

学校は自分がつくっていく、さらには社会を自らの手で変えていく、Ａｇｅｎｃｙの育成に力を注

いでいきたいと決意しています。 

 Ａｇｅｎｃｙとは、ＯＥＣＤのラーニング・コンパス、羅針盤の言葉で、自ら考え、主体的に行

動し、責任を持って社会を変革していく力と定義されています。今後、本気でＡｇｅｎｃｙを育み、

これからの日本の教育の方向性を示し、具現する本巣市の教育をつくり上げてまいります。 

 私の今までの取組から来期に向けてのコンセプトは、一言でいうと継続と進化です。 

 特に進化させていきたい内容は次の５つでございます。 

 進化の１つ目は、本年度１年かけて子どもたちがつくり上げた、本巣市こどもの権利条例「自分

の学校は自分がつくる～自分を認めてもらえる権利～」の魂を来年度以降の具体的な学校の取組と

して位置づけ実現していくことです。 

 さらに、本巣市こども憲章について、常に子どもたちと共に自分と全ての仲間は幸せかを問い直

し、対話して見直し、必要に応じてつくり変えていく営みを重視していきます。 

 また、子どもたちの自分で選んで学びたい、興味あることを勉強したいという願いを探究学習・

自由進度学習などで実現させていきます。 

 教育全般においても、今までの先生方の教育観を変え、いわゆる画一一斉教育、型にはめる教育、

さらには前向き一斉授業から脱却し、子どもの力を信じ、個別最適な学び、協働的な学びを一体化

させ充実させてまいります。 

 進化の２つ目は、学校に来ることができない子、特別支援学級で学ぶ子、さらには生徒指導面な

どで自分自身に困り感を持っている子など、全ての子どもの認めてもらえる権利を実現するために、
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子ども一人一人の学習権を保障する営みを強化していきます。具体的には、本巣の学び舎の拡充や

数学ワンダーランドの柔軟な活用、個に応じた教育相談の強化などを考えています。 

 進化の３つ目として、本巣市型学園構想を構築してまいります。 

 その１つ目は、現在の根尾学園の先進的な取組を市内全小・中学校に取り入れ、探究学習、異年

齢学級、複数担任制、加えて日本各地や世界とつながる学びなどを広めてまいります。さらには、

この根尾学園において教育移住制度や留学制度を確立し、根尾学園を持続可能で全国に誇る学校に

していきます。 

 また、今後は市内全学校の再編に取り組んでいく必要があります。本巣市学校のあり方検討会を

設置し、地域の方々と共に短期的・長期的の両面から検討を重ね、学校の在り方を大きく改変して

いきます。 

 進化の４つ目として、本巣市型の幼・小・中連携構想をアップデートすることです。 

 今年度完成させた、本巣市架け橋プログラムを全ての幼児園、小学校で実践しながら、幼児園、

小学校の互いの職員が学び合う環境を充実させ、12年間のつながりのある実践へと高めてまいりま

す。 

 進化の５つ目は、子ども、保護者、教師、そして地域の方々が当事者意識を持ち、生きる主体者

となって、ウエルビーイングを実感できる教育を実現させてまいります。これからの教育は、多様

な人々と対話や議論を通して、共につくる、競争すること、多様な知を集結して本巣市型の教育を

創造していくことが重要だと考えています。課題を共に解決し、新しいものをつくり上げる営みこ

そが、私たち一人一人にウエルビーイングをもたらし、本巣市の教育が進化し続けていくことにつ

ながると確信しています。 

 今後は、これらの取組を含め、現在作成中の第３期本巣市教育振興基本計画に、その願いや施策

をまとめ、子どもを主語にした、子ども真ん中社会を実現し、自立・協働・自己実現の力をより一

層育成する教育に邁進してまいります。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 飯尾龍也議員。 

○４番（飯尾龍也君） 

 ありがとうございます。 

 ５つ、非常にありがたい施策を上げていただき、本当に感謝です。 

 僕としては、やっぱり学校に来られない不登校の児童であったり、特別支援の方、その学習権、

非常にこれ大事だと思ってるんですね。今、ほかのところでも市町村で夜間中学というのをやって

います。やっぱり勉強したかったけどできなかった、そういう人たちにもそういう機会を与えてい

る、そういうことも視野に入れながら、ぜひそういうのも考えていただきたい。 

 また学園構想ですね。10年前よりも出生数は半分です。これは、もう将来分かっていくことです

から、それに対してもう手を打って、先手先手で学園構想、取り組んでいただきたいなと思います。
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やっぱりそのエリアごと、糸貫、本巣、真正、根尾とございますけど、それを取っ払った形でこの

位置になったら、もう、幼・小・中全部、包摂できるような、そんな学園構想を考えていただいて、

それを地域がしっかり応援するという形が一番いいんじゃないかなという思いがあります。そうい

うところは地域、地域でいろんな考えや思いがあると思いますけど、やっぱり最重要なファースト

は子どものためですから、それを考えながら、じゃあ子どもが最重要であるためには何をしたらい

いのか、地域で、親として、学校として、行政として、そういうことを考えながら、ぜひとも推進

していただきたいなという思いもあります。 

 やっぱりこれから少子化で高齢化。僕は、ほかの研修で聞いたのは、未来があるのは子どもだと

思うんですよ。子どものために未来があると、僕はそう信じてます。やっぱり未来は子どもたちが

つくるものです。それこそもう僕みたいに還暦を過ぎた人間が将来語る必要はあり得ないと僕は思

っています。もう本当に残りの時間だと思っています。 

 やっぱり子どもたちが自分たちのまちをどうしたいんだ、どうやって生きていきたい社会にする

んだということを主体的に学べる、そういう人が増えてくれば自然とよくなっていくと僕は思いま

す。 

 なぜそんなこと言うかというと、僕は昔、本当に小学校でもいじめられたことがあります。それ

が、何で僕だけいじめられるのかという思いもありまして、それも誰も助けてくれない、自分では

ね返すしかない。前、僕も、父親にも聞いたら、俺も小学校のときいじめられたよと。そうだ、親

子そろっていじめられておったんやなと思って。でも、僕には何も悪いところないのにという思い

がありまして、やっぱりそういう子の立場、気持ちをちゃんと救って寄り添える、そういう教育体

制、非常に大事だと思っています。 

 ましてや、先ほど私の子どものことも言いましたけど、やっぱり自分で発言して、自分の思いが

できない子どもっているもんですから、そういう子に耳を傾けて寄り添ってやることが、非常にそ

の子の存在、基本的人権を大切にするという思いがありますので、ぜひともそこに最重を、軸足を

置いて、ぜひとも教育行政を進めてもらいたいと思います。ありがとうございました。 

 続きまして、広域行政について、２番目です。 

 この岐阜連携都市計画というのがございまして、第２期の岐阜連携都市計画ビジョンというもの、

令和５年の３月にありました。それをずっと読んでいまして、いろいろな施策、経済圏、岐阜県域

なんですけど、岐阜市を中心とした、北は山県、南は羽島市まで隣接する経済圏ですけど、今現在

66万人ぐらいが、将来的には54万人ぐらいになるよという形でずっと出てきて、その中で連携して、

その地域経済、また行政サービスをしっかり提供できるためには何ができるかという、いろいろ課

題が見えてくるなという思いもありまして。 

 それとまた、こちらでは、本巣地域では広域連合という形で、北方、瑞穂で介護保険を中心とし

てし尿処理や、幼児療育とかそういうのも連携しております。 

 そこら辺のちょっと私なりに関係性を考えるに、どういうふうな関係性で本巣市はやっているの

かという思いで、今この第１問目の岐阜連携都市圏ともとす広域連合の関係性をお尋ねしたいと思
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います。よろしくお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を企画部長に求めます。 

 企画部長。 

○企画部長（林 玲一君） 

 それでは御答弁申し上げます。 

 まず、岐阜連携都市圏、いわゆる連携中枢都市圏ともとす広域連合については、地域の行政や経

済の連携を強化するための仕組みですが、それぞれの目的であったり構成市町、機能には違いがご

ざいます。 

 連携中枢都市圏は、先ほど議員が申されましたように、中心都市として岐阜市を中心にいたしま

した地域の発展を目指す枠組みでございまして、広域連合は複数の自治体で特定の行政サービスの

効率化や地域課題解決に重点を置いて活動する点が違いとなっております。 

 岐阜連携都市圏は、平成25年６月の第30次地方制度調査会が示した、大都市制度の改革及び基礎

自治体の行政サービス提供体制に関する答申を踏まえて制度化されました連携中枢都市圏構想に基

づき、平成29年11月に、岐阜市、山県市、瑞穂市、本巣市、岐南町、笠松町及び北方町の４市３町

が岐阜市を中心都市として圏域を形成し、その後に令和３年に羽島市を加えまして５市３町で、お

のおのの市町の個性を尊重しつつ、これまでの連携を礎とした信頼・協力関係のさらなる進化を図

り、共に人口減少の歯止めとなる拠点として、将来世代に安定した活力ある社会を残せる圏域を目

指して、様々な事業に取り組んでおります。 

 圏域の具体的な取組を少し紹介させていただきますと、令和６年度時点で、圏域で取り組んでい

る事業数が49事業ございまして、まずその１つ、圏域全体の経済成長の牽引を目標とする分野では、

圏域の企業等就職合同説明会として、令和６年６月にぎふ仕事フェアが開催されたり、圏域全体の

生活関連機能サービスの向上を目標とする分野では、保育所の広域入所であったり、消防業務の広

域化、また「ぎふ～ど」認定の広域化や衛星画像を活用した水道管の漏水調査業務など、幅広い分

野において広域連携行政のメリットを生かし人口減少、少子・高齢化社会においても一定の圏域人

口を有し、活力ある社会経済の維持に努めております。 

 一方、もとす広域連合につきましては、少子・高齢化が進む中、例えば各自治体単位での介護保

険事業の実施には、人的、財政的な面で対応が困難でございまして、効率性の面からも基盤整備や

サービス提供を図る上で広域化が求められておりましたことから、平成11年６月に旧本巣郡６町１

村の７団体によりまして設立され町村合併を経まして、現在の本巣市、瑞穂市、北方町の２市１町

により運営をしている組織でございます。 

 先ほど来、議員申されましたように、介護保険事業のほか養護老人ホームの管理・運営、幼児療

育、し尿処理施設の管理・運営などの多方面の事務の共同処理を行っております。 

 岐阜連携都市圏は、さきにお答えしましたとおり、岐阜市を中心都市として、おのおのの地域の

特性に応じた施策を柔軟に展開できる組織であるのに対し、広域連合は法的な枠組みの中、特定の
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行政サービスについて国や県から権限や事務の委任を受けることで、広域的な課題に対し統一的な

対応を行い地域住民のニーズに応じた行政サービスの提供や、効率的な資源の活用が可能である組

織であるという点で権限や役割に違いがございます。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 飯尾龍也議員。 

○４番（飯尾龍也君） 

 ありがとうございます。都市連携の違いともとす広域連合の違い、関係性、答弁していただきあ

りがとうございます。 

 私も行政サービスをどのように、これから持続可能な形でサービス提供していくには、どうした

ら一番ベストかなと常々考えておりまして、やっぱり公共交通機関とかインフラですよね。また、

施設、それはやっぱり共通の関係市町で一緒にやったほうが一番ベストかなという思いもありまし

て、こういう問いをさせていただきました。 

 やっぱり人口減少で、その中の社会経済圏の中で運営していくには、この経済圏をしっかり回し

ていくには、一番、その都市連携の課題というのは働き場所がないというのもありました、課題と

して。やっぱり全部流出して、でも名古屋圏ですね、名古屋のほうに行く。10％くらいしか通勤通

学には出ていないことなんですね、３大都市圏のうち岐阜から名古屋って。でもやっぱり働く場所

がないというのが東京一極集中じゃないですけど、女性の方がどんどんどんどん東京に吸い込まれ

ていく感じで、女性でも働き場所がない、じゃあ、どうしたらいいのかなという思いもありまして、

こういうこともやっぱり課題かなとは思います。 

 企業を、スタートアップやなんかを応援するような形とか、産業誘致もありますでしょうし、サ

ービス業、やっぱり、今の産業構造の上で第３次、サービス業、一番占めていますから、どういう

サービスが一番重要かとも、いろんな焦点があって、じゃあ女性が働きやすいような、もっとサー

ビスを生むような形をつくっていくのも社会経済、この岐阜県域でやっていくのもよかろうかなと

いう思いもあります。そんな形でこの問いに入っております。 

 次になりますけど、２問目ですけど、公共施設等の統廃合と広域連携化についてお尋ねします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を総務部長に求めます。 

 総務部長。 

○総務部長（村澤 勲君） 

 それでは、お答えをさせていただきます。 

 公共施設の統廃合につきましては、令和２年度に公共施設個別施設計画を策定いたしまして、庁

舎、民俗資料館、老人福祉センター等、合併前に整備した重複する類似施設を統合し、統合先を検

討することとしております。 

 これまでに、令和４年度に根尾小学校と根尾中学校を統合した根尾学園が開校し、昨年７月には
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３庁舎を統合した新庁舎が開庁しました。 

 現在は、真正公民館及び糸貫公民館について、糸貫ぬくもりの里と旧真正分庁舎への移転に関す

る調査を進めております。また、学校については、今後学校のあり方検討会による再編を進める検

討をしており、民俗資料館についても統廃合に向けて収蔵品の整理をしている段階でございます。 

 広域連携につきましては、国から複数団体による公共施設の集約化等に係る取組の推進について

の通知が発出され、今後のさらなる人口減少が見込まれる中において、持続的な行政サービスを行

うためには、他の地方公共団体と連携した施設の集約化・複合化に取り組むことが効果的であるが、

その取組が進んでいないことから、複数団体の公共施設の集約化等に向けた経費などに対する地方

財政措置の創設や、公共施設等の適正管理に取り組めるように公共施設等適正管理推進事業債の拡

充が示されたところであります。 

 近隣市町との連携につきましては、現在のところ具体的な計画などはございませんが、今後、公

共施設の集約化や複合化を考えていく中で検討していく必要はあると考えております。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 飯尾龍也議員。 

○４番（飯尾龍也君） 

 そうですね、国の広域連携に関して、これで推進する公共施設の集約等の取組・推進が発出され

まして、やっぱりこれからの事業は広域化でやっていくべきだと思うし、そうじゃないと回ってい

かないなという思いがあります。 

 特に私が思うには、大きなアリーナとか建設する場合には、やっぱり今、岐阜都市連携の中でス

ポーツイベントとなると、岐阜市が断トツなんですよね。集客力190万人ぐらいですかね。要する

に、野球場や競技場がある、あそこ周辺でという形になると思いますけど、やっぱりあそこら辺は

核になりますけど、僕としては基本的に公共施設を配置する場合も、横道は関ケ原の関ケ原線と都

市計画道路と長良糸貫線を結んで、後は縦の西部連絡道路か157という形に隣接するような場所で

アリーナや野球場とか、そういうのを施設配置したほうが結局は市民のためになるかなと思います。

やっぱりこういう国からの援助もございますので、そういうことも視野に入れながら今後の公共施

設の統廃合も含めまして、学校なんかもと思っております。 

 少子化において、その中で、また今度この岐阜圏域の経済圏をしっかり回すためには、僕は、本

当は経済圏の中のデジタル通貨みたいなのがあったら一番ベストかなと、やっぱり、そこでぐるぐ

ると回って、ポイントでもよろしいですけど、するとお金が落ちて、それで経済圏が回っていくと

いうことは非常に大事ですし、ほかから来た人もお金が回る形を、やっぱり地方ができないという

のは通貨の発行ですから、それができるのはやっぱりデジタル通貨だと僕は思っています。それを

上手に使っていくことが、今後、この地域は住みよいな、安心で住めるまち、水にしろ、地震もな

いし、水害もないし、唯一来るとすれば台風ぐらいかなという思いがありますので、やはりここに

住んでいるのはそれぐらい本当に安心・安全で住める場所だと思っています。 
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 ましてや今、地下水のＰＦＡＳやＰＦＯＳ、ああいう問題が出てくるとこの根尾川水系というの

は非常にありがたい水系で、蛇口をひねれば、すぐこんなおいしい水が出てくることはまずないと

思いますね。特に、この根尾川水系はカルシウム分が多いですからカルシウム分にぱっぱと自分の

食生活で、マグネシウムを取っていると自然と長寿になります。これが現実です。これはエビデン

スありますのでね、ぜひとも皆さん享受してください。 

 そんな形で、あと本巣市のメリットとしては、岐阜都市連携のうち、やっぱり道の駅があるとい

うことと淡墨桜がある、観光資源として。これを活用しない手はないと思っています。ぜひこの東

海環状が西回り開通した折には、そういう方たちをしっかり引き込んで、地元でお金を落としてい

ただけるような施策をどんどんしていただければ非常にありがたいなという思いでこの質問を終わ

らせていただきます。 

 続きまして、上水道についてなんですけど、私、水道の審議会でビジョン等も審議して、また関

わらせていただき、また市民の皆様に水道料金の値上げという形で、心苦しいですけどお願いした

という立場でありますから、ぜひともこの上水道事業、独立採算制が常ですけど、今、議員さん、

手元に国交省の水道カルテというのがございまして、これを見ていただくと本市の場合グループⅠ

－０ところ、一番上の左になっているんですね。 

 これは、全国平均以下の項目数がいろいろ点数化されて数値で出ているんですけど、１枚めくっ

ていただくと、最後のほうの海津市の手前の本巣市という形で、Ⅰ－０、料金回収率が59％、これ

令和４年度なんですけど、１か月の水道料金が出ていまして、基幹管路の耐震適合率等53％、浄水

施設の耐震化率46％、配水池は72％と出ているんですけど、これを見ました。あれ、本市は多分し

っかりそこそこ回収して、令和４年度ですから、まだ水道料金の値上げをしたのがここ一、二年で

すから、これには反映されていませんが、上水道の事業経営戦略の令和元年から令和10年のを見ま

して、上で令和10年度の料金回収率80％が掲載しておりました。当年６年、７年は、多分、91％弱

って形で数値書いてありましたもんで、ぜひともこの１項目めの令和10年の料金回収率89％は達成

かということをお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を水道環境部長に求めます。 

 水道環境部長。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それではお答えします。 

 国土交通省では、令和４年度の水道統計を基に、水道事業の経営改善と施設の耐震化を加速させ

るため、市町ごとの経営と耐震化の現状を分かりやすく簡易的に図示した水道カルテを令和６年12

月に公表しました。 

 経営面においての指標とされる料金回収率につきましては、水道１立方メートル作るのに係る費

用を給水収益で賄っている割合を表しているもので、本市では料金改定前の令和３年度においては

53％、改定後の令和５年度では65％と水道料金の改定の効果により12％上昇し改善傾向にあります。 
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 今年度、２回目の料金改定の実施においても同程度の上昇を見込んでおりますが、人口減少や節

水意識による給水収益の伸び悩み、物価上昇による費用の増加など今後も想定され、厳しい状況で

はございますが、さらなる経営改善も検討しながら、本巣市上水道事業経営戦略に掲げた目標数値

である令和10年度の料金回収率89％に向け、努力してまいりたいと考えております。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 飯尾龍也議員。 

○４番（飯尾龍也君） 

 なかなか厳しい数値だなと思います。 

 先般も、テレビでアンケート調査を行った２万5,244人のうち、水道管老朽化に対しての水道料

金の値上げはどうですかという形でアンケートを取った場合、納得いくという方たちが68％、納得

できないよという方たちが22％、どちらでもないよが10％という形で、７割弱ぐらいの方たちは、

やっぱり水道老朽化に関しては値上げはやむなしという、こういう全国的な、調査対象数が２万

5,000ですから少ないんですけれど、そういう考え、やっぱり先般の八潮は下水道管ですけど、先

ほど髙橋時男議員がいろいろ事例を挙げておっしゃったように、やっぱり水というのは非常に大事

です。いざという場合、災害が起きた、水とトイレですよね、入りと出ですよね。これが非常に大

事だという思いがありますので、ぜひともこれも独立採算の水道事業に向かっていくために、また

大事かなと思っています。 

 また、埼玉県ではもう水道の広域化事業を12ブロックに分けてやっておられて、宮城県でも官民

連携の水道事業で、若干ですけど水道料金が下がるという形も取り組まれています。だから、こう

いうことも視野に入れながら、やっぱりこの市の水道事業も広域化、県の下水道の広域化もござい

ますけど、視野に入れながら、どうしたら行政サービスを適正な価格で、持続可能な運営ができる

かを考えながらやっていただきたいなという思いで、この水道料金の回収率を問うたわけです。 

 唯一、本当に本巣市、次の赤字になっている瑞穂市もあるんですけど、せっかく一番上の上位グ

ループなんですから、ぜひとも右上に行くように努力していただきたいなという思いがあります。

なかなか難しいとは思いますけど、やれることは、あらゆることをやっていただいて、安心・安全

の水道を保っていきたいなと思っております。 

 続きまして、基幹管路の耐震化率、よろしくお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問につきまして、答弁を水道環境部長に求めます。 

 水道環境部長。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それでは、お答えします。 

 水道カルテにおける基幹管路とは、導水管、送水管、配水管のうち重要給水施設等に供給する管

路など、口径に問わず基幹管路と扱うことが望ましいとされていることから、100ミリメートル未
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満の比較的細い管も基幹管路として、かつ管種をダクタイル鋳鉄管などの耐震管等に限定したもの

を対象として、本市の耐震適合率は53％となっておりますが、厚生労働省の管路の耐震化に関する

検討報告書では基幹管路については、水道事業の規模、市街地の状況、配水管路の口径、流量、配

置状況等を勘案して、水道事業者等において適切に定めるものとするとされているため、本市にお

いては、地震により管路が破損した場合、広域的で大規模な断水が想定されることとなる、口径

100ミリメートル以上の全ての管路を基幹管路と限定し、その延長に対し耐震管及び震度５強に耐

え得ることができる耐震適合管も含めて算出した結果、本市の耐震適合率は76.4％と想定しており

ます。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 飯尾龍也議員。 

○４番（飯尾龍也君） 

 答弁の中で、国交省に厚労省に移管されたということがありまして、定義が違うんですよね。そ

こら辺がやっぱり理解していないと、従前、七十何パーセント、耐震適合率よかったのになという

思いと、この水道カルテを見て、あれっと思って、この問いを問うたわけですね。やっぱりそこの

違いを分かってないとなかなか難しいのかなという思いもありまして、多分本巣市のは大丈夫だな

という思いもありまして、この問いをしたんですね。 

 これは国交省に水道を厚労省から移管されたという形で、多分、新しい定義をして、より細かい

100ミリメートル未満という細い管も入っていますから、なかなかここまで耐震化というのは難し

いのかなという思いもありますけど、従前、行政の答弁を聞いている限りは大丈夫というのも、配

水池におけるしっかりした遮断施設もあるという形を聞いておりますので、大丈夫かなという思い

もあります。 

 また、先般でも衛星からの診断という形で、優先的に漏れているところを修繕していくという形

を取られているので、これも安心かなという思いもあります。 

 しかし、上水道事業についても、やっぱり独立採算が基本だと思いますので、ぜひともそれに向

けて鋭意努力していただきたいと思いますし、また下水道管は、糸貫地区はないですけど、本巣、

真正地区にはございますので、それにもしっかり留意されて上下水道事業を運営されていただきた

いなという思いはございます。 

 以上、３つ質問しましたけど、やっぱり、短期、中期、長期という形で、いろいろ事業を考えて

いく場合に、地方の政治家というのはなかなか10年、100年なんかは考えられないかもしれません

けど、やっぱりこういう立場である以上、中長期、より長い目で見て、どれが最善なのか、常に自

分自身を問いながら、市民のために何が最善できるかと考えてやっていくのが、この立場で、議員

をやっている思いがありますので、こういう意味をしっかりくんでいただきたいと思いまして、私

の質問を終わりたいと思います。ありがとうございます。 

○議長（道下和茂君） 
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 午前中はここまでとします。13時より再開をいたしますので、よろしくお願いをします。 

午前11時43分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午後１時00分 再開  

○議長（道下和茂君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 議席番号16番 大西德三郎議員が早退されましたので、御報告をいたします。 

 ただいまの……。 

〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○議長（道下和茂君） 

 はい。 

○１３番（鍔本規之君） 

 ちょっと調べたいことがありますので退席をいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 はい。 

 13番 鍔本規之議員は退席をされましたので、御報告をいたします。 

 ただいまの出席議員数は14人であり、定足数に達しております。 

 続いて、５番 片岡孝一議員の発言を許します。 

 片岡議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 それでは、議長よりお許しをいただきましたので、通告に従って、議席番号５番 片岡孝一より

一問一答方式で、大きく分けて３つの一般質問をさせていただきます。 

 それでは１つ目の質問をさせていただきますが、本巣市の農業、産業を衰退させない取組につい

て。 

 本巣市にはお米や富有柿、イチゴ、トマトなど多くの農産物があり、本巣市の貴重な財産となっ

ています。また、商工業では、大型商業施設をはじめ今年４月７日に開通される本巣インターチェ

ンジや、今後、東海環状自動車道が大野神戸インターチェンジまでつながり、もとまるパークとつ

ながる本巣パーキングもできますので、市外からの交流人口が増え、にぎわいのある本巣市になっ

ていくと期待されています。 

 このように恵まれた環境である一方で、多くの課題も見えています。今後、本巣市の産業を衰退

させないためにも今から手を打っておく必要があると考えますので、本巣市の農業・産業を今後活

性化させるために。 

 １項目め、農業の衰退は全国的にも大きな課題となっていますが、柿の木が切られた柿畑や遊休

農地化した水田などが多く見受けられ、非常に危機感を感じています。その原因としては、担い手

の高齢化や後継者不足、自然災害や害虫被害による収益減が考えられます。 
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 私もお米を作ったりしている中、今年は５年に１度の農林水産省の2025年農林業センサス（農林

業経営体調査）がありました。その調査の中に田んぼや畑を所有している面積や耕作面積のアンケ

ートがありましたが、本巣市内の農業生産者の推移は、また耕作面積の推移は。御見解をお願いい

たします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業経済部長に求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 それではお答えします。 

 初めに、農業生産者数につきましては、2020年農林業センサス統計調査によりますと、本市の農

業従事者数は1,335人であり、５年前の2015年と比較しますと338人の減、約20％の減少となってい

ます。減少理由は、農業従事者の高齢化や後継者不足などによるものでございます。 

 次に、耕作面積の推移につきましては、農林水産省の令和５年市町村別耕地面積調査によります

と、本市の耕作面積は1,820ヘクタールであり、10年前の平成25年と比較いたしますと120ヘクター

ルの減、約６％の減少となっています。減少理由は、小規模農家の後継者不足による離農の増加や

東海環状自動車道の整備に伴う企業誘致など、都市化の進行などによる農地転用が増加したことに

よるものでございます。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 

 耕作面積が2023年の10年前と比べて６％の減少に対して、農業生産者数が2020年の５年前に比べ

てたった５年間で20％の減少になっている現状をお聞きして、企業誘致など都市化の影響もありま

すが、本巣市の農業にとっては後継者不足が最も大きな課題だと思います。 

 ２項目め、本巣市だけでなく、全国的に農業生産者や耕作面積の推移が下がっていき、農業を継

承していく方がどんどん少なくなっていく危機的な状況の中、本巣市の大切な農業を維持していく

ための本巣市の取組は。御見解をお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業経済部長に求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 それではお答えいたします。 

 本市の農業を維持していくための取組につきましては、北部の中山間地域と都市化が進行する南

部の諸課題に対して、それぞれの地域に即した施策を選択し、実行し、効果的に取り組んでいくこ
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とが重要であると考えています。 

 まず、北部中山間地域については、営農に従事する担い手の確保が大きな課題となっていること

から、その対策として、集落営農組織の設立や中山間地域外からの担い手や企業に営農していただ

いています。具体的な施策としては、北部地域で集落営農組織を立ち上げた場合には、中山間地域

担い手育成支援事業により営農開始から２年間に限りトラクターなどの農業用機器の購入に対し、

県が50％、市が10％、合わせて60％という非常に高い補助率の補助金を交付しています。また、農

業生産条件の不利な中山間地域では集落等を単位に農用地を維持管理していくための協定を締結し、

農業生産活動等を行う場合に、中山間地域等直接支払交付金事業により交付金を交付しています。

また、条件の不利な農地の遊休化防止のために、土地改良事業を木知原地区で行い令和６年度でお

おむね完了し、令和７年度からは、新たに神海地区での取組を行います。さらに、野生鳥獣による

農作物被害についても深刻化しており、これが営農意欲の低下の一因となっていることから、有害

鳥獣防止柵の設置の補助金の交付を行っています。 

 南部地域については、農地所有者の農地に対する関心の低下などによる農地の遊休化が課題とな

っていることから、農地バンク事業を活用した農地の集積・集約を進め、優良農地の確保と遊休化

防止を図っています。 

 また、老朽化が進行している農業用水施設等については、順次改良を進め、営農が継続できるよ

う施設整備を計画的に進めています。さらに、地域の担い手に対しては、スマート農業技術導入支

援事業や元気な農業産地構造改革支援事業を通じて、農業機械の導入や施設の更新等の経費の一部

を補助し、経済的負担の軽減を図ることで安定的な農業経営となるよう支援しています。 

 また、次世代を担う農業者となるべき新規就農者の確保と定着につなげるため、就農直後３年間、

経営安定化を図るため年間最大150万円を最長３年間補助する農業次世代人材投資事業や経営発展

のための機械・施設等の導入に係る経費の一部を補助する新規就農者経営発展支援事業など農業経

営を安定化させる支援を行っています。 

 以上のような取組を通じて、本市の農業を取り巻く複合的な地域課題に対し、施策を柔軟に組み

合わせ、農業の維持と優良農地の確保を進め、地域の農業振興に努めていきたいと考えています。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 

 農業機械は次年度のために業者に点検してもらったり、雨とか雪が降ると農業機械がさびてしま

ったり動かなくなってしまうので、年に数回しか利用しないのに田植機、コンバイン、トラクター

と農機具を入れる倉庫が必ず必要です。今後も農業経営を安定化させる支援や優良農地の確保を進

め、本巣市の農業復興に努めてくださいますようよろしくお願いいたします。 

 ３項目め、本巣市の農業も深刻な問題ですが、岐阜県の池田町から福井県の池田町に抜ける冠山
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トンネルができたことにより福井県からモレラに来られる方もおられると市民の方からお聞きしま

したが、東海環状自動車道本巣インターチェンジが今年度４月６日に開通することにより市外から

の交流人口が増え、本巣市も大きく変化すると思います。 

 大型商業施設を中心に訪れる方も多いと思いますが、これを機会に本巣市内の中小事業者も元気

にならなければならないと考えます。物価高騰や人件費、燃料費も高騰し、市内の中小事業者が大

変御苦労されている中、本巣市として中小事業者を守るための今後の取組は。御見解をお願いいた

します。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業経済部長に求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 それではお答えいたします。 

 市内の中小事業者においては、光熱水費及び燃料費等の価格高騰や人件費の増、人材確保が難し

くなっているなど、大変厳しい状況に置かれています。 

 国においては、コロナ禍の令和元年度から、地域の雇用や産業を支える小規模事業者等の生産性

向上と持続的発展を図るため、小規模事業者持続化補助金制度を設けていますが、この制度は申請

手続に手間がかかる上に採択がされないことも多く、本市の小規模事業者にとっては必ずしも利用

しやすい制度ではないことから、新たな支援制度を望む声がございました。 

 本市では、令和４年度に新型コロナウイルス感染症の影響により先行きが不透明な状況下におい

て、市内事業者の事業活動の継続と市内経済の活性化を図るため、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金を活用して、きめ細かく事業者を支援する市独自の本巣市事業者サポート補助

金事業を創設し、補助率10割、補助上限額20万円で実施し、119事業者に対し総額2,184万6,000円

を支援しました。 

 令和５年度には、国の臨時交付金がなくなったものの市内事業者からの強い要望に応え、一般財

源により予算を確保し、制度内容を見直して中小事業者が実施する販路開拓・拡大、業務効率化、

生産性付加価値の向上、新分野展開や人材育成確保に関する事業に対して、補助率４分の３、補助

上限額20万円、また新たに創業する事業者を創業者枠、インボイス制度により新たに課税事業者と

なった事業者をインボイス枠として、補助率５分の４、補助上限額30万円で実施し、119事業者に

対し総額2,176万円を支援しました。 

 令和６年度においては、事業者からの要望を事業メニューに反映させ、創業及び脱炭素経営に関

する事業は、補助率５分の４、補助上限額30万円、それ以外は補助率４分の３、補助上限額20万円

で実施し、106事業者に対し総額1,970万6,000円を支援しました。 

 令和７年度においては、新たに障害者等合理的配慮支援事業や防災機能整備支援事業を事業メニ

ューに加え、1,800万円を予算計上しています。 

 この本巣市事業者サポート補助金事業は他市にはない本巣市独自の支援事業であり、市内事業者
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への支援として非常に有効である事業でありますので、厳しい財政状況ではありますが事業を継続

し、事業者を支援していきたいと考えています。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 

 市内事業者の事業活動の継続と市内経済の活性化を図るために、本巣市独自の支援事業である本

巣市事業者サポート補助金事業は、非常に市内の事業者に有効である事業だと思いますので、今後

も本巣市の中小事業者の支援をよろしくお願いいたします。 

 ２つ目の質問をさせていただきますが、少子高齢化社会になっていく状況の中で、生きがいを持

てるようにするための本巣市の取組について、行政主体でなく、地域やサークル等自主的に高齢者

の生きがいづくりの活動ができるようにするために。 

 １項目め、以前、うすずみ温泉があったときに、私も何度もうすずみ温泉に行きましたが、高齢

者の方が、１人で生活しているためにお風呂を沸かすと経費がかかるので、うすずみ温泉が近いの

で軽トラでうすずみ温泉に来ていますと言われた方がおられましたが、どんどん高齢者が多くなっ

ていく中、本巣市の独り暮らしの現在の状況は。御見解をお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を健康福祉部長に求めます。 

○健康福祉部長（小椋真二君） 

 それではお答えをいたします。 

 本市における独り暮らしの高齢者の現在の状況でございますが、住民基本台帳に登録する65歳以

上の独り暮らしの高齢者の世帯数は、令和６年９月末現在でございますが、1,978世帯、地域別の

内訳といたしましては、根尾が229世帯、本巣595世帯、糸貫562世帯、真正592世帯となっており、

さらに75歳以上の場合は市内全域で1,365世帯で、地域別の内訳といたしましては、根尾地域で166

世帯、本巣413世帯、糸貫376世帯、真正410世帯となっております。 

 一方、10年前でございますが、平成26年３月末現在の独り暮らしの高齢者の世帯数は1,420世帯

であり、令和６年９月末現在の1,978世帯と比較いたしますと約1.4倍に増加しております。75歳以

上の場合は903世帯であり、令和６年９月末現在の1,365世帯と比較いたしますと、約1.5倍に増加

をしているところでございます。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 
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 10年前の平成26年３月の65歳以上の独り暮らしの世帯数と昨年の令和６年世帯数が1.4倍に対し

て、75歳以上の独り暮らしの世帯数が1.5倍とどんどん本巣市の高齢者の独り暮らしの世帯数が増

えている状況の中、２項目め、私も地域の独り暮らしの方から御相談があり、民生委員の方に報告

に行ったり、地域の方からあの人最近お会いしてないですがお体大丈夫ですかと言われてその家に

訪問したことがありますが、本巣市の高齢者の見守り状況は。御見解をお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を健康福祉部長に求めます。 

 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小椋真二君） 

 それではお答えをいたします。 

 現在、本市では、特に独り暮らしの高齢者の見守りの主な対策といたしまして、３つの事業を展

開しております。 

 １つ目に、高齢者ぬくもり訪問事業といたしまして、民生委員・児童委員が独り暮らしの高齢者

宅を訪問し安否を確認するとともに、日常の困り事などを聞きながら複雑化・複合化した課題や支

援ニーズを把握した場合には地域包括支援センターによる訪問支援につなげるなど、アウトリーチ

を想定した支援体制を整えているところでございます。 

 ２つ目に、本巣市地域見守り協力事業所等連携事業といたしまして、新聞、電気、ガス、運輸、

宅配、郵便業務など、市内40の事業所と協定を締結し、その協力事業所は、その業務、団体活動そ

の他の活動を通じて、高齢者等の安否の確認、援助の必要性、その他見守り活動を行い、活動中、

独り暮らしの高齢者等の異変に気づいたときには市へ連絡することになっており、早期に安否確認

ができる体制を整えております。 

 ３つ目に、緊急通報体制支援事業といたしまして、独り暮らしの高齢者や高齢の夫婦世帯で一方

が寝たきりの状態である場合に、急病等の緊急時など容易に通報ができる緊急通報装置とペンダン

ト型の無線送信機を無償で貸与し、緊急通報装置を自宅の固定電話機と接続することで、24時間

365日対応のコールセンターへとつながり、常駐するオペレーターと会話することが可能となりま

す。緊急事態の際には、オペレーターが岐阜市消防本部に通報することで救急隊が出動する仕組み

となっております。また、「伺い電話」といたしまして、１か月に１回オペレーターから体の状態

をお聞きするほか、日頃の心配事など相談のできる体制を整えております。 

 また、独り暮らしの高齢者対策の一つであります見守り協力事業所等連携事業の一環といたしま

して、根尾地域で上水道のスマートメーターを設置する独り暮らしの高齢者世帯の上水道使用状況

から、自動的に市へ通報が入るよう設定することで、速やかな安否確認につながる仕組みを検討し

ているところでもございます。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 
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○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 

 今後も、民生委員や児童委員が独り暮らしの高齢者の家を訪問し安否を確認したり、訪問支援を

したり、協力事業者と連携して安否確認をしたり、緊急通報装置を利用したオペレーターと相談で

きる体制や、上水道のスマートメーターを設置して上水道使用情報から速やかに安否確認につなが

る仕組みの検討を今後もよろしくお願いいたします。 

 ３項目め、数日前ですが、地域の方が、これから地域のお茶会に行ってきます。高齢者になって

いく中、家で独りでいるのではなく、このようなお茶会が地域の公民館で開かれ地域の方と交流で

きるので本当にありがたいですと楽しみながら歩いて地域の公民館に行かれました。 

 私も参加させていただいたことがあるのですが、以前中学校の校長先生をされていた方が中心と

なって、毎月ボランティアで樽鉄ウオークを開催されておられます。本巣市もどんどん高齢化して

いく中で、集まって交流することで少しでも楽しみながら元気になれるので、本巣市だけでなく近

隣の市町村からも毎回樽鉄ウオークに参加されています。 

 自主的に助け合いができる地域やボランティアサークル活動に本巣市の支援体制はありますか。 

御見解をお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を健康福祉部長に求めます。 

 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小椋真二君） 

 それではお答えをいたします。 

 本市では、自主的に助け合いができる地域やサークル活動への支援といたしまして、介護予防活

動を行う市民主体の団体が開催する集いの場、明るい長寿社会づくりに貢献する老人クラブや臨時

的かつ短期的な就業の機会を確保し提供するシルバー人材センターへの補助金の交付による支援、

また、本巣市社会福祉協議会との連携の下、高齢者が明るく楽しく集い、健康維持の場を提供する

ふれあいいきいきサロンの運営や新たなサロンの立ち上げのための支援体制を構築しています。 

 これら自主的に助け合いができる地域やサークル活動は、先ほども答弁させていただきましたけ

れども、公助である高齢者への３つの見守り事業に加え、各地域ごとの高齢者が生きがいを持って

集う仕組み、場所へ、常日頃から自主的に参加いただくことで、高齢者相互の互助・共助による見

守り体制の一環になるものと捉えておりますので、今後も引き続き支援体制を継続してまいりたい

と考えております。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 



－１３９－ 

 今後も、引き続き自主的に助け合いができる地域やサークル活動への支援をよろしくお願いいた

します。 

 ３つ目の質問をさせていただきますが、地域の皆さんと、子どもたちと、みんなで助け合いのま

ちづくりについて、一人でも多くの命を大切にするために。 

 １項目め、ちょうど１年前の３月９日に本巣市ホープ防災リーダーズの発足式が行われましたが、

ホープ防災リーダーズや中学生防災士の現在の活動状況は。御見解をお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育長に求めます。 

 教育長。 

○教育長（川治秀輝君） 

 ホープ防災リーダーズや中学生防災士の現在の活動状況についてお答えします。 

 防災対策について確かな知識や技能を身につけた防災リーダーたちは、未来の本巣市の地域防災

力向上のキーマンとしての当事者意識と主体性を持ち、現状に妥協することなく継続的に活動して

います。現在、防災リーダーたちは、企画部門、広報部門、語り部部門の３つの分野からそれぞれ

の願いを大切にし、活動しています。 

 企画部門では、既に防災訓練や市の事業などで大活躍していますが、今後は継続して年間数回の

防災イベントを検討しており、市内の商業施設や公園などで市民や子どもたちが体験を通して防災

について考える企画を進めています。 

 広報部門では、市の広報「もとす」に２か月に１回ホープ防災リーダーズの枠をもらいメッセー

ジを掲載していきます。さらに、地元ケーブルテレビには年間３回程度の出演番組を位置づけてい

ただき、広く市民に防災について訴えていく内容を吟味しています。加えて、ＳＮＳなども駆使し

て、日常的にできる防災対策などの情報を発信し始めています。 

 語り部部門では、濃尾大震災や防災についての語り部になろうとする生徒が根尾谷地震断層観察

館に自ら出向いて研修を行っています。130年以上前に起きた濃尾大震災の当時の被害状況や今後

起こり得る南海トラフ地震への対策について、自らの言葉で語れるように学び続けています。また、

既に自らの判断で行動を起こしている防災リーダーもいます。その象徴が根尾学園の林宏瞭さんで

す。彼は２月上旬の１メートルを超える大雪を受けて、この状況でもし火災が起きたらと考え、マ

ンホール型消火栓の場所には目印となるようにタイヤを置き、ホース格納箱ではホースがすぐに取

り出せるように格納箱前の雪かきを誰にも知られず、ひたすらに行っていました。 

 今後は、ホープ防災リーダーたちの自主的な取組を支えつつ、それぞれの地域で自治会などとコ

ラボし、誰もが当事者になる地域の防災力の向上に努めるとともに、高校を卒業しても本巣市の中

核となり活動するホープ防災リーダーを育て、育成し、未来につなげてまいります。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 
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○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 

 災害時に大切なのは、自分で自分の身を守ること。そして地域住民がお互いに助け合う姿勢が大

切です。今後も未来を担う中学生が、家庭、学校、地域の防災への意識や行動力を高めるホープ防

災リーダーズや中学生防災士となれるよう御支援をよろしくお願いいたします。 

 ２項目め、本巣市内の大人の防災士の取得状況とその活動状況は。御見解をお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を総務部長に求めます。 

 総務部長。 

○総務部長（村澤 勲君） 

 それでは、市内の防災士の取得状況とその活動状況についてお答えをさせていただきます。 

 本巣市内における18歳以上の防災士の資格状況は、現在293名となっております。 

防災士には、日頃から防災について十分な意識と一定の知識や技能を持ち、防災リーダーとして総

合的な防災力向上の中心となって活動することが期待されており、自ら主体的に活動することが求

められています。 

 そのため、防災士が所属する自主防災組織において、地区防災計画の策定への働きかけや防災講

座の実施、避難所の運営訓練等の活動が見られることから、防災士と自主防災組織との連携を拡充

するための個人情報提供の同意を防災士に呼びかけており、現在、防災士146名の同意を得ており

ます。 

 さらに、防災士の活動は１人ですることは難しいところもあることから、市といたしましては、

防災士の知識向上と防災士相互の連携強化を図るため、コロナ禍の時期を除いて、毎年、防災士フ

ォローアップ研修会を開催しており、令和６年度は防災・減災研修会として社会福祉協議会との共

催事業として６月と２月の２回開催しております。 

 今後の防災士の活動につきましては、防災士相互での連携を図れるよう、また組織として活動が

できるよう、令和７年度は防災士の連携をテーマとして、実際に防災士の会を設立した活動を行っ

ている方を講師としてフォローアップ研修会を開催し、防災士相互のネットワークの構築や協力関

係の確立を検討していきたいと考えております。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 

 令和７年度には防災士の連携を取れるよう防災士の会を設立して、フォローアップ研修や防災士

相互のネットワーク構築や協力関係ができるように、御支援を今後もよろしくお願いいたします。 

 ３項目め、災害を最小限に抑えるためにも、災害に強いまちづくりの実現に向けての自治会やホ
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ープ防災リーダーズや親など自主防災組織の現状と課題と今後の取組は。御見解をお願いいたしま

す。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を総務部長に求めます。 

 総務部長。 

○総務部長（村澤 勲君） 

 それではお答えをさせていただきます。 

 市内の自主防災組織は、現在、根尾地域の少数世帯の６自治会を除く112の自治会で組織をされ

ております。自然災害からの被害を最小限に抑えるためには、日頃から自分たちの地域は自分たち

で守るという意識を持ち、発災時等に地域の一人一人が主体的に行動し、自主防災組織などのお互

いに助け合う体制を事前に整えておく必要があります。 

 今年度の自治会長会で、発災時等に自主防災組織としてどのように行動していいか分からないと

いう初動体制における意見がありました。そのため、地域の住民がお互いに協力しながら様々な防

災活動に取り組んでいただき、地域の特性に応じた活動を行うための基礎となるよう、自主防災組

織初動対応マニュアルを整備し、11月に市内の全自主防災組織に配付をさせていただきました。 

 このマニュアルを基礎資料として、地域で自発的に策定する防災活動計画である地区防災計画を

作成していただくよう、併せて依頼をさせていただきました。 

 地区防災計画は、現在７自治会で作成されており、また、防災士を中心に地区防災計画の作成に

取り組んでいる自治会もございます。 

 今後とも、防災士やホープ防災リーダーズやその親などが自主防災組織において積極的に活動が

できるよう支援するとともに、各地区において、災害発生時の事前準備はもとより、災害発生時に

おいても迅速な初動体制が取れるよう、引き続き地区防災計画作成の取組を推進していきたいと考

えております。 

〔５番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 片岡孝一議員。 

○５番（片岡孝一君） 

 ありがとうございました。 

 私も防災士の資格を取って、２月22日に糸貫ぬくもりの里で行われた災害減災研修会に参加させ

ていただき、地元主体の災害ボランティアセンターを運営できるような地域体制づくりが必要だと

感じました。今後も地域の皆さんと子どもたちや親さんたちとみんなで助け合いができる本巣市の

まちづくりに御支援と御協力をよろしくお願いいたします。 

 以上をもちまして、私の一般質問を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 

○議長（道下和茂君） 

 続いて、８番 澤村均議員の発言を許します。 
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○８番（澤村 均君） 

 大きく５つの質問をいたします。 

 始めます前に、今朝市役所へ向かう途中に大きな穴ぼこを見つけまして、建設のほうへ行きまし

たら、もう昼にはきれいに直っておりました。誠に、事故にもならず、ありがとうございました。 

 今回、この質問１番と２番には、今回の１月９日、10日以降の大雪、これに伴ういろんな災害に

ついての一般質問をさせていただきます。 

 初めに、１月９日、たまたま県会議員選挙で根尾のほうへ行っておりました。そうしたら、我々

がこの糸貫地域から見ると全く別世界でありました。この頃は樽見も30センチぐらいでそんな大し

たことなく、能郷のほうもほとんど除雪された、本当に我々が普通の車で行くのに本当に部落まで

どこまででも行けた。掲示板全てあるところへ行ったんですが、ただ、板屋から小鹿、松田、大須

まで行きましたら全くの別世界で、もう腰ぐらいまであって、車から降りようと思ってもドアが開

かないぐらい、本当に本巣市は広いなということと、その逆に、本当に同じ本巣市民でありながら、

こういう地域差がある、なかなか不便な生活を強いられているということを考えると、なかなか不

公平だなというふうに実感をいたしました。 

 私もこの１月のときは、その明くる日にまた樽見で１メートルという積雪という報告を聞きまし

て、ああこれ１月10日だったら僕はもう根尾には行けなかったなというふうに感じておりました。

そういうことで、本当にこの昼夜にわたって除雪作業に携われているオペレーターの方々、監督さ

ん、本当に感謝をして帰ってきた次第でございます。 

 それでは、一般質問を始めます。 

 今回、２月の雪のときにたまたま外山地区のほうへ金原のほうから行こうとしたら、峠の上で大

きな木が倒れておりまして、何とかその日はかいくぐって通って、外山地区からぐるっと木知原の

ほうまで帰ってこられたんですけど、ちょうど倒れてすぐだったと思うんですが、除雪の監督さん

がたまたま見えたものでお話を聞いたら、岐阜土木には電話してあるからということで、一応事な

きを得たが、その後２週間と３週間ですかね、通行止めになって、なかなか毎週苦労をしておりま

した。それもどうも明日以降通れるような感じなので、本当にありがとうございました。 

 今回、雪が原因の倒木ということで、この１番から２番まで同じような内容でお話をするんです

が、たまたま通ったときに倒れてきておったら大変なことだなと思うんですが、この道路管理者の

責任というんですかね、森林の管理者というんですかね、これずうっと続けて話をしていくんです

が、まず１番目に、通行車両にもしも被害があった場合、道路管理者の責任範囲はということで、

１番目の質問をいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を都市建設部長に求めます。 

 都市建設部長。 

○都市建設部長（高橋君治君） 

 それではお答えいたします。 
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 議員御指摘いただいたとおり、台風や大雨、大雪によりまして倒木が発生し、道路が通行止めと

なることがあります。 

 先日の10年に１度と言われる寒波による大雪の影響によっても多くの倒木が発生いたしました。 

 議員御質問の通行車両の被害に対する道路管理者の責任の範囲についてですが、原則としまして

は、民法第717条において、土地の工作物の設置または保存に瑕疵があることによって他人に損害

を生じたときは、その工作物の占有者は、被害者に対してその損害を賠償する責任を負うとあり、

竹木の栽植または支持に瑕疵がある場合について準用するとされておりますので、道路管理者が管

理する樹木の倒木により通行車両に被害を及ぼした場合のみ、道路管理者の責任になると考えます。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 ありがとうございます。 

 これは工作者の責任ということで把握しておきます。 

 それで、木というのは山というかのり面に生えているわけですけど、さっき言われたように考え

ますと、例えば私有地から生えている木が倒れた場合、これは今の話をお聞きすればもちろんその

工作者の責任ということになるんですが、そういうことを工作者の方々も、自分が植えた木なのか、

先祖から守ってきた木なのか、たまたまのり面に順番に生えてきて増えたのかということを考えま

すと、例えば竹のようにどんどん増殖していく場合、自分で植えたものではないと多分思うんです。

こういう場合の責任も誰かが負わなければ、もしけが人等出た場合に責任問題となるんですが、こ

ういう、あえて行政のほうからこういう指摘をしていただかないと、これ誰の責任か分からないの

で、あえてこの２番の質問をお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を都市建設部長に求めます。 

○都市建設部長（高橋君治君） 

 それではお答えいたします。 

 御指摘のとおり、私有地からの倒木により通行車両等に被害を及ぼした場合には、先ほどの民法

の規定のとおり、その所有者に責任があると考えられます。 

 ただし、道路が通常有すべき安全性を欠いていたために他人に損害を及ぼした場合は、道路管理

者に管理瑕疵が問われる場合もありますので、危険性を確認した場合は、所有者への指導や、必要

に応じて通行止め等を行い、安全性の確保に努めてまいります。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 
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 ありがとうございます。 

 あえて責任の所在がどこにあるかということを確認しておきたいためにお尋ねしております。 

 それで、沿道にありますこの樹木の危険箇所はという、この３番目の問題なんですが、雪道を走

っておりますと、木から落ちてくる雪が当たる音がすると思うんですが、これが木の枝やったり、

葉っぱやったり、かなり大きな衝撃があるんです。山道を走ると本当に分かるんですが、枝が道路

に垂れ下がっておりますので、落ちてくるのは雪だけではなくて木が落ちてきます。そういうこと

を踏まえて、これは道路管理者の責任というわけじゃないんですけど、目に見えて危険な場所とい

うのは見ようと思えば見られるし、通り過ぎれば分からない話なんですけど、行政としてこういう

危険な箇所を把握しておられるのかをお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を都市建設部長に求めます。 

○都市建設部長（高橋君治君） 

 それではお答えいたします。 

 市の管理する道路においては、市職員が実施する週１回の地域ごとのパトロール及び年間契約を

している道路維持業者によるパトロールにより、また暴風雨や降雪時には、その都度パトロールを

実施し、沿道の倒木危険箇所の把握に努めております。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 ありがとうございます。 

 私も三、四年、もうちょっと前ですかね、山林についていろいろな質問を何回も何回も森林環境

譲与税ができた頃から、議員になった頃からですけど、そういうものの使い道について何回もお尋

ねをしたことがあります。 

 この村の山であったり、個人の山であったり、山には変わりはないんですが、結局、高齢化によ

って自分の山林も管理できなくなったときにはどういう手だてがあるのかという話をお聞きしたと

きに、森林環境税を使えば、そういう個人がもしギブアップして管理できなくなった場合は森林環

境税も使えるんではないかという大まかな話の記憶をたどって今質問をするんです。 

 こういう場合、予防的に危険な伐採のために森林環境税等を使って、行政のほうでお手伝いがで

きないかというのを４番目の質問といたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を産業経済部長に求めます。 

○産業経済部長（瀬川清泰君） 

 それではお答えします。 

 森林環境税につきましては、令和元年度から制度が開始され、令和６年度からは個人住民税均等



－１４５－ 

割の枠組みを用いて、国税として１人当たり年額1,000円が賦課徴収され、国から市に森林環境譲

与税として譲与され、その使途につきましては、法令により森林整備、人材育成、木材利用、普及

啓発の４つの分野に充てることとされています。市の令和７年度当初予算では、森林経営管理の推

進や間伐の実施、人材育成対策などに予算計上をしています。 

 御質問の道路脇での予防的な伐採につきましては、森林の手入れ不足が倒木の危険を招いている

と考えられますので、基本的には森林所有者の管理責任がございますので、所有者の方が実施して

いただくものと考えます。 

 ただし、岐阜県においては、電線などのライフラインの被害防止や孤立集落対策を図ることを目

的としたライフライン保全対策事業が進められています。このような事業が実施された場合には、

市の負担分に森林環境譲与税を充てることは可能であると考えております。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 ありがとうございます。 

 こういうことに使うために森林環境税があるような僕は気をします。山を守るためにも、市民や

住民を守るためにも、こういう制度が利用されることをお願いしておきます。 

 ２つ目の質問に入ります。 

 今回、私がたまたま通りかかったところの峠が通行止めになったということで、大変市民の方か

ら困っているという声を聞きいろいろと打合せをしておったんですが、たまたまこの一般質問の日

には締切りまでに間に合わなくていろいろ苦慮したもので、今回この質問がちょっと少しずれると

思います。 

 例えば、この通行止めになった箇所の市営バスが通れなくなったことに関してですが、多分住民

の方はかなり困った方もお見えだと思うんですけど、こういう方に対して何か手だてというのはあ

るのかをお尋ねします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を総務部長に求めます。 

○総務部長（村澤 勲君） 

 それでは、市営バスの運休等で交通手段がなくなった市民に対する対応はという御質問にお答え

をさせていただきます。 

 本年２月初旬には、強い冬型の気圧配置により、本市でも大雪警報が発令され、市営バスにつき

ましては、根尾地域は全便または一部運休、本巣・糸貫・真正地域についても一部運休いたしまし

た。 

 そのような中で、今御指摘のとおり県道79号関本巣線の外山金原区間が２月８日から倒木により

全面通行止めとなり、運行経路となっている本巣北部線においては、昨日まで一部のバス停を運休
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しておりました。 

 代替えといたしまして、市道明谷線を迂回路として全てのバス停を回る方法も検討いたしました

が、１便当たりの運行時間が30分以上延長となり、最終便が２時間以上も遅延することから、利用

者の利便性に大きな障害となること、また、労働基準法などで安全運行のためのバス運転者への休

憩時間を確実に確保した運行ができるよう求められていることもあり、一部のバス停を運休として

いたことから、地元自治会にはチラシなどを用いて周知に努めておりました。 

 公共交通機関は「安全の確保」が基本原則であり、事故の発生を未然に防ぐ手だてを前提とし、

その上で確実にダイヤを守り運行することで、利用者の信頼に応えることができるものと考えてお

ります。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 こういう突発的な災害のときには、急遽何か手だてはといってもなかなか難しいことだと思いま

す。ありがとうございます。 

 そこで、この地域の方からもいろいろといただいている要望がありまして、７月にバスの時刻改

定があったときにいろいろと問題を投げかけられた市民の方々なんですが、たまたま市役所に行き

ましたら、３月１日から本巣市営バス利用者アンケートというのをたまたま係の方から親切に教え

ていただいて、本当にこれ、もともとこれ考えていて、バスにこういうのがあれば、本当に使う人

が、要望がダイレクトに伝わると、そういうことを思ってはいたんですが、出来上がっていること

がやっと分かりまして、本当にありがとうございます。 

 これは乗る方のアンケートなんですけど、乗られない方のアンケートも取っているということで、

市民全体にこの交通網というのを考えていく、そういう問題は絶えずできてくると思います。今回

は本当に早速地域の方に分かるようにファックスしました。ありがとうございます。 

 続きまして、２番目の質問なんですが、今回この路線になった、路線というか、通れなくなった

路線の先には本巣診療所というのがあります。ちょうどここへ通うには、もう通うにはというか、

通うことができないわけですね。そうすると、東回りに乗ってどこか違う病院へ行く。診療所に戻

ってこられないので、そういうことがありました。こういう場合の、これはちょっとこの災害とい

うことになっちゃうんでしょうけど、この高齢者やら、この高齢者の方、要は医者へ通えなくなっ

たとか、こういう人のための見守り状況というのは、先ほどもありましたけど、どのようになって

いるのかをお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を健康福祉部長に求めます。 

 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小椋真二君） 
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 それではお答えいたします。 

 診療所等とか特別にそういった固有のものではなく、全般論としての答弁をさせていただきます。 

 本市の高齢者や独居老人の見守り状況でございますが、先ほど片岡議員の一般質問で答弁させて

いただいたとおり、平時での主な対策といたしまして、高齢者ぬくもり訪問事業、地域見守り協力

事業所等連携事業、緊急通報体制支援事業の３つの事業を展開しております。 

 また、大きな災害が発生した有事の際には、高齢者や障がいがあるなど、情報収集や安全な場所

への避難が困難な避難行動要支援者が地域の力によって支援を受けることができるよう、避難行動

要支援者名簿を整備しており、避難行動要支援者の生命・身体を保護する必要がある場合には、市

の関係部局はもとより、避難支援等関係者である自治会の自主防災組織、担当の民生委員・児童委

員、警察署、消防署、市消防団、市社会福祉協議会に名簿を提供し、避難支援や救助活動、安否確

認などに使用することとなっております。また、避難行動要支援者が承諾した場合には、災害発生

のおそれがある、または災害発生時に早期対応ができるよう、平時から避難支援等関係者に名簿を

提供し、あらかじめ情報を共有することで災害に備えているところでございます。以上です。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 私も緊急通報システムというのでお一方世話をしております。名古屋のほうから電話がかかって

きまして、お宅へ早速出向いて、救急車を呼んで、病院に運んだという経験もあります。 

 この緊急通報システムは条件があるんでしょうけど、こういうのが行き渡れば安心して見守りが

できるというふうに私は思っておりますので、次の質問に移ります。 

 下水道事業経営の健全化についてという問題でございます。 

 下水道事業、上水道事業もそうですけど、赤字赤字ということでなかなか採算性が悪い。何でも

そうですけど、小さなものに大きなお金をかけるとどうしても黒字化は難しいということで、今回

のこの質問いたしましたのは、この下水道事業、下水処理場が幾つかもう市内にはあろうかと思い

ます。そこで、この下水道事業全体についての年間の事業費がどれぐらいかかっているのかをお尋

ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を水道環境部長に求めます。 

 水道環境部長。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それではお答えします。 

 本市の下水処理に係る年間の全体事業費につきましては、令和５年度の下水道事業会計並びに農

業集落排水特別会計の決算額から算出すると約４億300万円でございます。 

 この中には、主に下水処理場における光熱水費、修繕料、維持管理委託料、汚泥運搬委託料、汚



－１４８－ 

水処理を行うときに必要な薬剤費、薬品代などが含まれた金額となっております。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 私も若い頃からずうっと合併処理浄化槽というのをもう何百と造ってきました。旧本巣本庁舎を

やったり、南原ハイツをやったりとか、造ってきた経験があって、大体ああいうものはすごくお金

がかかる、維持管理費もかかるということは十分承知しております。 

 そこで、処理場の数ですけど、本巣市に大体どれぐらいの数があるか、大小を含めてお尋ねをい

たします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を水道環境部長に求めます。 

 水道環境部長。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それではお答えします。 

 本市における処理場は、特定環境保全公共下水道事業の処理場が２か所、農業集落排水事業の処

理場が11か所ございます。 

 本市の中で比較的大きい処理場については、公共下水道事業の本巣浄化センター、農業集落排水

事業の真正浄化センターの２か所であり、１日の処理量は3,000から4,000立方メートルであります。 

 また、１日の処理量が100立方メートルに満たない小規模の処理場は、本巣北部地域の山間部に

２か所ございます。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 なかなかこの下水処理場も100％加入してもらっても採算が悪いというお金がかかる施設であり

ます。そこで、例えば北部地域、前から気にはなっていたんですが、小さな集落で小さい処理場が

あるわけですけど、この効率費というか管理費というのはかなりかかっていると思うんですけど、

こういう、例えば今回のこの３番目の質問に入る前に、この効率の悪い処理場を少しでも減らせば

ということで３番目の質問に入るわけですけど、個別浄化槽ですと自己管理・完結で全て処理でき

るわけで、非常に水質もよくて、最近の浄化槽は大野町であります高度処理の浄化槽ですと普通の

処理場よりさらにいい水準の汚水が出てくると思います。こういうことを踏まえて、少しでもこの

採算を、合理化ということを考えたときに、この個別浄化槽への切替えということを考える時期が

来ているのではないかと私は業者としてしみじみ思います。 

 市としてこういう個別浄化槽に切り替えていくという予定というんですかね、要は下水事業を黒
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字化していく、合理化していくという考え方はおありでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を水道環境部長に求めます。 

 水道環境部長。 

○水道環境部長（青木竜治君） 

 それではお答えします。 

 本市においては、総務省の通知を受け、令和６年度から令和15年度の10年間の経営の基本的な考

え方や、投資・財政計画を示した本巣市下水道事業経営戦略を令和６年度に策定しております。 

 経営戦略の中でも示しておりますが、特に山間部において小さな処理場におきましては、今後、

人口減少により処理施設の維持管理費が負担となってくることから、令和５年度に岐阜県が策定し

た汚水処理事業広域化・共同化計画においても、今後、個別合併浄化槽への切替えを検討していく

計画となっておりますので、経済性などについて比較検討や精査を行いながら、今後、利用者や関

係者と協議を進めてまいります。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 なかなかのいい答えだと思います。 

 とにかく採算性をよくして行政の運営費をちょっとでも軽くして、それを福祉や教育に使ってい

ただけるように努力していただくことをお願いして、次の質問に入ります。 

 今現在、お米をはじめ電気、ガス、石油、全て、水道料金も上がりました。こういった災害級で

はないかというこの物価高についてでございます。 

 今、市民、いろんな方々全てが苦しんでいると思うこの物価高ですが、これは子どもがいる、い

ないに関わらず、高齢者や若いに関わらず、本当に今生活が大変でございます。こういうことを如

実に感じたこの今現在、市長にお尋ねするんですけど、こういった災害級ではないかというときに、

市の基金をお使いしてなるべく市民の方にちょっとでも楽にしていただけるような、国の施策は所

得を増やすとかいろいろ今国会でもやっていますが、これはあくまでも国の話でありまして届くま

でに時間がかかります。市として緊急な財政出動みたいなことができるのであればということで市

長にお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市長に求めます。 

 市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、お答えを申し上げます。 

 昨今のエネルギーや食料品価格の物価高騰の対策といたしましては、国におきまして、物価高騰
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の影響を受けた生活者、事業者の支援を通じて地方創生を図るためにデフレ完全脱却のための総合

経済対策として、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業が実施できるように、

令和５年11月に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、いわゆる重点支援地方交付金が創設さ

れたところでございます。 

 本市におきましては、令和５年度の国の予算により交付されたこの交付金を活用いたしまして、

国から指定のございました低所得世帯支援枠により低所得世帯に対しましては７万円、住民税均等

割のみの課税世帯に対しましては10万円を給付し、さらにそれぞれの世帯に対しまして18歳以下の

児童を扶養している世帯には児童１人当たり５万円を追加で国の制度として給付いたしたところで

ございます。 

 また、これに合わせて市で使途を選べる交付金を市のほうへもいただいております。その中で、

その交付金の中で国の推奨事業ということで、こういう事業に使ったらどうでしょうかという国の

推進事業がございます。それはエネルギーですとか食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者、

事業者に対する事業として使ってくださいよということで、私ども本巣市には、このときには約

7,900万円いただきました。このお金を使いまして、市では生活者支援対策として市民１人に対し

まして3,000円のもとまる商品券を全ての市民に支給したところでございます。この金は、このか

かった経費は、国からもらった金は7,900万円、これは市の一般財源から2,500万円を上乗せして市

民１人当たりに対して3,000円分の商品券を支給したところでございまして、このように市単独で

も、今既に、今までも国の支給と合わせて支援をしてきているところでもございます。 

 ただ、現在、まだ世界情勢が引き続き混迷しておりまして、なかなか物価高騰等が終わっており

ません。今、異常気象による影響によって、エネルギーも、それから食料品価格の物価高騰という

のもまたさらに、令和５年度からまた以上にこれも加速しているということで、国におきましては、

令和６年度の補正予算によりまして、またさらに重点支援交付金の追加交付をするということで決

定されたところでもございまして、この交付金を当市では国からいただきまして、国から指定され

た対象者に給付をさせていただきました。これは住民税均等割の非課税世帯等に給付せよというこ

とでいただきました。それについては執行をさせていただいたところでございます。 

 そのほか、それに併せて、先ほどの５年のときと同じように国のほうから市で使途を選べる交付

金を使って、同じようにこういった物価高騰に苦しんでいる、それからエネルギーで苦しんでいる

方々にぜひ支援をということでいただきました。その金は国のほうからいただいたものは市のほう

で学校給食費の免除、今回も２か月分の免除をしました。また、18歳以下の児童のいる子育て世帯

にも給付し、また市民、多いのは官公庁を除きます市内の事業者水道料金の１月、２月の２か月分

の基本料金を減免して今回もやらせていただきましたところでございます。 

 その中で、この今回の国の支援金も、今回国からいただいたものは9,600万円というのが、市の

ほうで使途を特に選定せずにエネルギーとか物価高騰に使ってくださいということでいただいたも

のにつきまして、先ほど申し上げましたように学校給食費、そしてまた水道料金の軽減というよう

なことで使わせていただきまして、そのときにも1,900万円を市のほうで持ち出しまして、今回も
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やらせていただいたところでもございます。 

 このように、既に今でもいっぱいこういう上乗せをしてやっているものというのが、広義に言え

ば市単独で上乗せをしてきている事業ということでこういった対応に、そして過去から続けてきて

いるところでございます。 

 それ以前の国からの交付金の事業につきましても、新型コロナウイルス感染症のとき、また物価

高騰対策事業では令和３年、４年、５年と、前のときにも同じように国からいただいたものは市の

ほうで、もちろん使途を決めたと同時に市費を上乗せしてまでも交付してまいりまして、こういっ

たように、コロナ感染症対策から物価高騰、エネルギー対策、いろいろな対策に国と協調して、市

の財源も持ち出して対応してきているということでございます。 

 今後の経済情勢などにつきましては、先行きが全く見通せない状況が現在も続いております。市

といたしましては、今後もこういったエネルギーや食料品価格の高騰、またというようなことで長

期化する場合に、当然国のほうでもいろいろと考えていただけるんじゃないかと思いますけれども、

こういった対策につきましては、今後も国と一緒になってこの市単独の事業費をそこに上乗せしな

がら、市独自の方策も併せて実施しながら、物価高騰、エネルギー対策等々の事業に今後も努めて

いきたいなというふうに思っております。 

 いずれにいたしましても、こうした物価高騰のエネルギーの急騰に対する皆さんの苦しみという

のは、市民、国民が等しく皆受けているところでもございますので、幅広い観点で皆様方とまた協

議しながら、そしてまた国の、県、あとの御支援もいただきながら、今後も対応に努めていきたい

というふうに思っております。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 ありがとうございます。 

 私たちは、予算書とかああいうものを見ておりますと、細かく何に出されているかというのはよ

く分かります。でも、一般の市民の方は、子ども世帯にどれだけ、非課税世帯にどれだけという、

そういう細かい数字まではなかなか読み取れない部分があるので、お得感というんですかね、もと

まる商品券の3,000円が云々という話じゃないんですけれども、やはりダイレクトに何かやっても

らえたかなという感じが少なく感じておられるのが市民の意見だと思い、これからもそういうこと

が分かりやすく説明できるような議会にしていくといいと思います。ありがとうございます。 

 これがまた同じように、また今度教育長にお尋ねするんですけど、市長さんには本当にくどいほ

ど給食費の無償化のことを何回も何回もお願いしてきました。本当に最後は僕も諦めるぐらいのこ

とでしたが、今回、国会では教育の無償化というか、高校教育の無償化ということについて議論さ

れておりました。 

 もともと教育というのは無償でやるものだという観点からいいますと、やはりこういう時期に１
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か月、２か月ではなくて、恒久的に給食費を無償化するのが思い切った手だてではないか、御無理

を承知でお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育長に求めます。 

 教育長。 

○教育長（川治秀輝君） 

 給食費の恒久的な無償化についてお答えします。 

 学校給食は子どもたちの心身の健康の源であり、子どもたちが食を味わい、食を学ぶ生きた教材

としての重要な役割を担っています。さらに、本巣市の給食は、栄養や食育はもちろんのこと、

「センターであっても家庭と同じ手作りで」を合い言葉に、地産地消を推進し、和・洋・中のおい

しい給食を自信と誇りを持って提供しています。 

 給食費については、学校給食法第11条第２項に、食材費については学校給食費として保護者が負

担することが明記されており、それを遵守している状況です。しかしながら、本巣市は、給食費に

ついて最大限の配慮をし、保護者の経済負担の軽減に努めています。 

 まず、給食の質をどんどん高めながらも県内で最も安価な給食費とし、物価高騰などで他市町村

が値上げする中でもこれを堅持しています。本市は１食当たり小学校220円、中学校254円としてお

り、県内で最も高い市町よりも100円以上安価となっています。 

 また、本巣市産、岐阜県産のふるさと食材を積極的に取り入れるために、市費で食材費5,000万

円を計上し、保護者に負担をかけずに地産地消を推進しています。これにより、本巣市の野菜や川

魚、ジビエなど様々な献立を安価で味わえるよう努力もしてまいりました。 

 さらには、令和４年度には９月から３月まで、令和５年度は６月から３月まで、市内全ての児

童・生徒の給食費を無償にしました。今年の１月、２月も国の重点支援地方交付金を活用して給食

費無償に充てました。加えて、多子世帯への経済支援として、第３子以降の幼児、児童・生徒の給

食費の補助、さらには生活困窮者には給食費を含めた就学支援も行っています。 

 現在、国の動きといたしまして、２月25日に自由民主党、公明党、日本維新の会は、給食の無償

化について合意し、令和８年度にまずは小学校から実施するという方針を出しました。また、中学

校においては、できる限り速やかに始めるとしています。 

 今後、国による小学校の無償化がどのような基準で補助されていくのかを見届け、本市といたし

ましては、国の小学校の無償化に合わせて、中学校の無償化についても検討していきたいと考えて

います。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 ありがとうございます。 
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 どうしても国に追随していく、この政策はどうしようもないところがあります。でも、少し明る

い兆しが見えているような気もいたします。ありがとうございました。 

 最後の質問に入らせていただきます。 

 戦後80年を迎えて本市の平和についてという題です。 

 昨年の12月10日に日本原水爆被爆者団体協議会がノーベル平和賞を受賞されました。その中には

木戸季市さんという、本当にすぐ隣町の岐阜市川部というところにお住まいでございます。この人

の話は私もいろいろな場所で講演を聞いたりとか薄々は知っておったんですけど、１月16日に西中

学で講演をされ、これがウェブで岐阜市内中の学校にわたったということで、これを聞いて大変喜

んでもおります。 

 この木戸季市さんという方は、岐阜県の被爆者、当時224人いた被爆者のうちの今80名が残られ、

残られといったらおかしいですね、御存命の方もおりまして、その中の一人で、かなり悲惨な体験

をしておられる方でした。今、本当に元気な高齢者という形で一生懸命いろんなところで講演をさ

れております。 

 私もこの講演を聞いて、十数年前に鵜飼先生と一緒に広島へ行ったりとか、沖縄へ行ったりとか

と、いろいろ経験をしてきました。もう本当に行った者にしか分からない、ましてやこの生の声を

聞けるという機会というのは、まず広島へ行かないと聞けません。この中学２年生の子たちも数年

前から行くようになりましたが、コロナ禍で途絶えておるときもありました。うちの孫も２人おり

ましたが、ちょうどその時期に当たりまして、一緒に行くことができませんでした。私も今年は行

けなくて、来年からはまた行こうかなと思っております。 

 こういうことを踏まえながら、この最後の質問なんです。 

 被爆者の生の声を市民の平和教育にということでお伺いするわけです。 

 子どもたちは、毎年学習しながら、現地にも行きながら、向こうの話も聞きながら、でも市民の

方はそういうわけにもいかないので８月何日になると１回映像で見るぐらいの話ししかないと思う

んです。こういう機会がもしあれば、本当にこの大人も子どもも共有できる平和教育、子どもだけ

に任せていけない、大人もこういう教育を受けていないと戦争が何か、本当にこの怖い戦争が実感

として分からない。 

 今、ロシアがウクライナに侵攻して、もうトランプさんが早く解決してくれんかなと、僕もかす

かな望みを持ちながら、一日も早い終戦を迎えてほしい、そういうふうに僕も思っておりながらこ

の質問をします。 

 今回、この被爆者の生の声をこの地元本巣市民の平和教育に取り入れるためには何かできないか

ということを教育長にお尋ねをいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を教育長に求めます。 

 教育長。 

○教育長（川治秀輝君） 
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 被爆者の話を本市の平和教育に取り入れることについてお答えします。 

 原爆の投下により、世界で唯一の被爆国となった日本においては、戦後80年を迎えてもなお、被

爆された方々や御家族の心身の傷は癒えることはありません。戦争の悲惨さと平和の尊さについて

学び、二度と戦争を繰り返さない決意と行動力を培うための平和教育は、昨今の諸国の状況などか

ら、今まで以上に重要であると捉えています。ですから、本巣市では独自に「平和」とは何かを考

え、「核兵器の恐ろしさやその廃絶」などを学ぶ平和教育の取組を行っています。令和元年度から

中学校２年生全員を広島に派遣し、平和記念資料館を中心に本川小学校跡地、大久野島などの見学

や探求を行っていますが、中でも現地で被爆者の生の話を聞く研修は必ず位置づけています。 

 コロナ禍で広島研修が実施できなかった数年間も、広島県から本巣市へ語り部の方を招聘するな

どして、直接講話を聞く機会も設けてまいりました。話を聞いた生徒は、「原爆が今の私たちと同

じ日常を突然奪ったことに物すごい恐怖を感じた。世界で唯一の被爆国である私たちが悲惨な過去

から目を背けず、平和と核廃絶を伝えていかねばならないと強く感じました」と語っていました。 

 このような取組を続けている本巣市にとって、昨年12月に、長年にわたり核兵器の非人道性を被

害者の立場から語り継ぎ、核廃絶の必要性を訴えてきた日本原水爆被害者団体協議会、通称日本被

団協がノーベル平和賞を受賞されたことは大変意義深いことです。 

 これを受けて、教育委員会といたしましても、しんせいほんの森において、ノーベル平和賞のコ

ーナーを設置し、平和や原爆等の書籍を特集する企画展を行っています。 

 さらに、毎年８月に行っている市の平和展とノーベル平和賞受賞をコラボさせ、来年度は本巣市

民文化ホールにおいて、被爆者で被団協の方の生の話を聞く講演会を実施したいと考えております。

講師には、日本被団協及び岐阜県原爆被爆者の会の事務局長である木戸季市氏に既にコンタクトを

取り、日程調整を行っている段階です。 

 この取組を非核平和都市宣言をしている本巣市全体で、核兵器廃絶と恒久平和について考える機

会として位置づけ、平和のまちづくりをさらに推進してまいります。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 ありがとうございます。 

 私もいろいろ準備をしておりましたが、もうその前に教育長のほうが段取りをされているという

ことで安心をいたしました。 

 本当に、何回どこで聞いても本当に忘れてしまう、こういうことを恒久的にやっていくべきでは

あると思い、２番目の質問ですけど、市民の誰もが参加できる講演会等を開くことができないかと

いうことです。岐阜市とか多方面ではいろいろと何か所かで、私も２月に西部コミセンで講演を聞

いてきました。そのときは150名ぐらいでしたけど、話を伝え聞いて百何十人が集まるという一般

市民の方がおられるということを非常に感銘を受けました。 
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 そこで本巣市の方でもこういう企画ができないかということをお尋ねいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を企画部長に求めます。 

 企画部長。 

○企画部長（林 玲一君） 

 それではお答えさせていただきます。 

 本市は、平成24年５月１日に非核平和都市宣言を行いまして、毎年８月に平和に関するパネル展

示を開催し、「原爆の日」には黙祷を呼びかけることで、市民の皆様に平和について考えていただ

く機会を提供するなど、戦争の惨状や平和の尊さ、核兵器廃絶と恒久平和の実現を呼びかけてきて

おります。 

 また、先ほど議員のお話にもございましたが、市内中学校２年生及び義務教育学校８年生には、

広島研修を通じて核廃絶と平和の尊さについて学習し、さらに青少年国内派遣事業として、広島で

の学びを深化させるため、沖縄に生徒を派遣しまして、平和に対する意識高揚に努めるなど、市を

挙げて平和の尊さを訴えているところでございます。 

 また、本巣市議会におかれましても、令和４年第１回の議会定例会におきまして、議員提出議案

として、「ロシアによるウクライナ侵攻を厳しく非難し、制裁強化の徹底を求める意見書につい

て」が全会一致で可決されております。 

 議員御質問の市民の誰もが参加できる講演会等の開催につきましては、今後、平和祈念事業とし

て、教育委員会のほうと連携を十分図りながら、開催について取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

〔８番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 澤村均議員。 

○８番（澤村 均君） 

 ありがとうございます。 

 本当にこういうことは皆さんと一緒に共有して勉強していきたいと思います。 

 今後とも平和のため、子どもたちの未来のためにも、大人がきちっとリードしていかなければな

らないということを終わりの言葉として私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうござ

いました。 

○議長（道下和茂君） 

 ここで暫時休憩します。２時50分から開始します。 

午後２時33分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午後２時50分 再開  

○議長（道下和茂君） 
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 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ただいま議席番号13番 鍔本規之議員が入場されましたので、御報告いたします。 

 ただいまの出席議員数は15人であり、定足数に達しております。 

 続いて、９番 髙橋勇樹議員の発言を許します。 

○９番（髙橋勇樹君） 

 議長のお許しをいただきましたので、通告書に従い２項目、４点の質問をしてまいります。 

 一般質問初日の最後ということで、皆様お疲れのところ申し訳ございませんが、最後、お付き合

いいただければと思います。 

 それでは、早速１項目めの質問に入らせていただきます。 

 １項目めは、新しい地方経済・生活環境創生交付金について、２点の質問をしてまいります。 

 まず、新しい地方経済・生活環境創生交付金とは、地域の産官学金労言の関係者が知恵を出し合

い、希望・熱量・一体感を取り戻す形で、新たな地方創生施策、俗に言う地方創生2.0が昨年末に

発表されたことから創設された交付金です。 

 この交付金の目的としましては３点ありまして、１つ目が、農林水産業や観光業等の高付加価値

化。２つ目が、買物・医療・交通など日常生活に不可欠なサービスの維持向上。最後に、デジタル

新技術を生かした、活用した付加価値の創出の３つが上げられており、今回発表された新しい地方

経済・生活環境創生交付金では、主に４つの形で交付金が活用できます。 

 まず１つ目に、地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができるよう、日本経済成長の

起爆剤としての大規模な地方創生策を講ずるため、地方公共団体の自主性と創意工夫に基づく、地

域の多様な主体の参画を通じた地方創生に資する地域の独自の取組を、計画から実施まで強力に後

押しする第２世代交付金が１つ目。 

 ２つ目に、デジタル技術を活用した地域の課題解決や魅力向上に資する取組を支援するデジタル

実装型という交付金。 

 ３つ目に、避難所の生活環境を抜本的に改善するため、地方公共団体の先進的な防災の取組を支

援する地域防災緊急整備型交付金。 

 ４つ目に、半導体等の戦略分野における国家プロジェクトの産業拠点整備等に必要となる関連イ

ンフラの整備を、機動的かつ追加的に支援する地域産業構造インフラ整備推進型があります。 

 昨年度、デジタル田園都市国家構想交付金にて、書かない窓口など交付金を使い本巣市のＤＸは

始まったと感じております。 

 デジタル田園都市国家構想交付金は、今回の新しい地方経済・生活環境創生交付金のデジタル実

装型に継承され、さらなるＤＸを進めるための支援を国が進めてくれています。ぜひ活用をと期待

するところでありまして、ここで１点目の質問でございます。 

 来年度、新しい地方経済・生活環境創生交付金の活用予定を企画部長にお聞きしていきたいと思

います。 

○議長（道下和茂君） 
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 ただいまの質問についての答弁を企画部長に求めます。 

 企画部長。 

○企画部長（林 玲一君） 

 それではお答えさせていただきます。 

 議員御質問いただきました、新しい地方経済・生活環境創生交付金、特にデジタル実装型につき

まして、そちらについては、デジタル技術を活用しまして地域の課題解決や魅力向上に寄与する取

組を支援する制度でございまして、デジタル田園都市国家構想交付金の制度を継続しつつ、複数の

地方団体による広域連携での取組への支援も強化されたところでございます。 

 本市におきまして、特に、新しい地方経済・生活環境創生交付金のデジタル実装型の活用につき

ましては、先ほどお話しいただきましたように、令和５年度のデジタル田園都市構想国家交付金を

活用しました統合型ＧＩＳ、これの拡充を予定しております。 

 ＧＩＳとは、地理情報システムと言われまして、地図上で様々な情報を閲覧できる情報システム

でございまして、業務ごとに整備・運用しております地図情報ＧＩＳをデジタル都市国家構想交付

金を活用して、さらにこれを統合したものでございます。 

 この令和７年度には、この統合型ＧＩＳに上下水道台帳を追加することで、例えば町内で上下水

道台帳の情報共有を道路関係部局等と共有することによりまして、例えば道路工事などにおける業

務の効率化なども図れるという部分もございます。 

 今後、この新しい地方経済・生活環境創生交付金を効果的に活用するためには、地域のニーズを

的確に把握しまして、それに基づいた施策を展開することが重要となってまいります。 

 今後も地域のニーズの把握に努め、この交付金を最大限に活用し、地域の発展に寄与してまいり

ます。 

〔９番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋勇樹議員。 

○９番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 

 令和７年度は、今までやってきました統合型ＧＩＳのさらなる拡充ということで、交付金を使っ

て大きくされるということで、１点ということでございます。 

 これは１点に絞らなくても、またこれからどんどんどんどん増やしていっていただければなとい

う思いを込めて、２点目の質問に入らせていただきたいと思います。 

 先ほどのＧＩＳの拡充も非常に大切ですし、昨年行われましたスマートメーターの導入に関しま

しても、岐阜県内を見ても本巣市とあとどこかという数少ないところでやっておりますので、非常

にいいことをされていますし、スマートメーターにおきましては、山間地域の方々にとっては非常

に重要な施策だと思いますので、ぜひともそちらのほうも拡充していただき、南部のほうもやって

いただけると幸いかなというふうに思います。 
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 ＧＩＳもそうですし、スマートメーターもそうですが、水道ですとかインフラの関係にこの交付

金を使われることでございますが、私、これから２点目の質問は提案というような形で質問をさせ

ていただきたいと思います。 

 新しい地方経済・生活環境創生交付金の中身には、デジタル技術を活用した地域の課題解決や魅

力向上に資する取組を支援するデジタル実装型があります。その凡例には、既に本巣市でも取り組

まれておりますが、書かない窓口だったりとか、その他いろいろありますが、ほかにも地域アプリ

や医師のオンライン診療なども凡例の中にはございます。 

 幾つか凡例がある中で、特に私が気になった判例の一つに、デジタル住民票というものがござい

ます。このデジタル住民票というのは、ブロックチェーン技術を用いて発行されるＮＦＴ、いわゆ

るデジタルデータの所有権証明書で、デジタル上の住民票を購入した人が当該自治体のデジタル住

民になれる仕組みでございます。決して法律上の自治体の住民になれるわけではございませんが、

このデジタル住民票の目的としましては、地域や自治体の魅力を伝えたり、知名度向上や関係人

口・交流人口の創出が狙いです。 

 効果としましては、観光客の増加やふるさと納税への促進、関係人口の増加が見込まれます。さ

らに他市町での導入事例によりますと、このデジタル住民票は販売開始から数分で1,000枚完売し

た例もあり、さらに第２期募集も始まっている自治体もございます。 

 そのような導入事例もあり、今、私、一番注目されているＤＸがこのデジタル住民票ではないか

なあというふうにも思います。まだまだ導入事例が少ない今だからこそ、レッドオーシャンになる

前に、本巣市でも検討を進めてはどうかということを提案させていただきたいなというふうに思い

ます。 

 ２点目のデジタル住民票導入の見解を企画部長にお聞きしていきたいと思います。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を企画部長に求めます。 

 企画部長。 

○企画部長（林 玲一君） 

 それでは、お答えを申し上げます。 

 先ほど来、議員からお話がございましたように、デジタル住民票とは、デジタル上で発行された

住民票を購入した人が発行元の自治体に居住をしていなくてもその自治体のデジタル住民になれる

という仕組みでございます。 

 その購入者は、住民基本台帳法に基づく住民となる者ではなく、いわゆる関係人口や交流人口の

一人となり、それらを増やすことで地域活性化につなげていこうという取組であるため、デジタル

住民票は自治体ファンクラブの会員証のようなものであるという認識もしてございます。 

 また、２月に行われました国のデジタル行政改革会議におきましても、地方創生2.0の連携によ

るデジタル行政改革の推進として、このデジタル住民票の取組が示されているところでございます。 

 先進事例を見てみますと、令和５年４月に自治体による全国初のデジタル住民票を発行した山形
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県西川町では、販売個数1,000個に対しまして１万3,440件もの応募があるなど、大変大きな需要が

発生したことで話題となりました。 

 デジタル住民票の保有は、町長が参加するオンラインコミュニティーに参加できたり、町内にあ

る温泉施設に無料で入浴できるなどの特典を利用することができます。同町によりますと、この取

組の主な効果としては、特典をきっかけとした関係人口であったり、交流人口の増加に加え、住民

票の販売による歳入の増加などが上げられております。 

 一方で、このデジタル住民票の保有者に提供できるサービスが限定的であることから、地方創生

や地域活性化にどこまで効果があるのか未知数であるとも言われている部分がございまして、全国

的に見ても導入事例はまだ10例ほどでございまして、これもまだまだ事例の少ない状況、取組とな

ってございます。 

 本市におけるこのデジタル住民票の導入につきましては、引き続き調査・研究を十分行いまして、

その有効性を判断しつつ検討してまいりたいと考えております。 

〔９番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋勇樹議員。 

○９番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 

 全国的にも導入事例は10例ほどということでございまして、まだまだ少ないからということで検

討・研究はされていかなくてはいけませんが、石橋をたたいて何事も事業を進めていくのは必要か

と思いますが、チャレンジも必要かと思います。 

 ぜひとも企画部長並びに市長におかれましては、御検討のほうをよろしくお願い申し上げます。 

 やはりブルーオーシャンの今だからこそできるのかなあというところもありますが、ぜひともこ

のＤＸを進める上で、ＤＸを活用し、本巣市の交流人口・関係人口を大いに多く獲得し、本巣市に

どんどんどんどん、移住・定住もそうですが、お金が落ちるようなマネタイズをしっかりと意識し

た行政運営をよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、２項目めの質問に入らせていただきたいと思います。 

 ２項目めの質問は２点ございまして、実はちょうど１年前の令和６年、第１回の定例会におきま

しても一般質問した内容に近しいものでございます。 

 その一般質問では、令和７年度以降のイベント開催についての意向をお聞きした質問でございま

して、そこでもしっかり御答弁をいただきました。 

 このイベントというものが、花とほたる祭り、根尾盆踊り・花火大会、ふれあいサマーフェスタ、

もとす織部祭りの行政主導型から、地域の方が主体となって企画・実施をできるイベントへと開催

方法を検討してまいりますというような御答弁をいただきました。 

 その中で、各実行委員会があったはずでございますが、その継承等が行われているとそれに携わ

った団体・個人からもお話をお聞きしております。私も議員枠ということで、市主導型だった実行
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委員会に、実行委員会は花とほたる祭りでございましたが、そこに籍を置いておりました。 

 引き継いでいただける団体があればお願いするという内容で、最後解散をしたと記憶しておりま

すが、そのような中、まず１点目の質問ですが、そのような４つの実行委員会の引継ぎ、継承状況

を副市長にお尋ねしたいと思います。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を副市長に求めます。 

 副市長。 

○副市長（谷口博文君） 

 それではお答えいたします。 

 ４つの地域でのイベントにつきましては、従来の市の担当課を事務局として実施する行政主導型

から、地域の方が自主的・主体的に企画・実施するイベントとして開催するために、その開催方法

などについてそれぞれの実行委員会において御検討いただき、令和７年度から新たにスタートして

いただくことができるよう進めてまいりました。 

 それぞれの実行委員会において御検討していただいた結果、旧態依然にとらわれない新たなイベ

ントを開催するため、体制を一新されるとして、市を事務局としていた全ての実行委員会は解散い

たしました。 

 市としましては、既存の実行委員会から市の担当課が離脱した上で、それぞれの実行委員会が実

施主体となり、イベントを開催されるといった事業展開を想定しておりましたが、各地域で自らイ

ベントを実施しようとする新たな団体が設立され、これまで行っていたイベントを継承しつつ、新

たな枠組みとなるようなイベントの開催に向けて活動を開始されているといった状況でございます。 

〔９番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋勇樹議員。 

○９番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 

 新たな枠組みとなって各自で活動が開始されているといったような状況ということでございます。

４つの実行委員会は継承されたように、今の御答弁では確認ができました。 

 さて、最後の質問に入らせていただきたいと思います。 

 今議会に提出されました令和７年度一般会計予算には、４つのイベントの予算計上がされていな

いようにもお見受けできます。ただ、名目が各イベント、祭りの名前がないだけかもしれませんが、

そこには市民主導型に切り替えたことからも、どこにその予算が含まれているのでしょうか。ひも

づけがされているかいないかというところも含めてですが。 

 ここで、令和３年２月に本巣市が行ったアンケート結果を申し上げたいと思います。 

 町村合併前から旧町村で開催していた、花とほたる祭り、根尾盆踊り・花火大会、ふれあいサマ

ーフェスタ、もとす織部祭りの４つの地域イベントについて、19歳以上の市民1,000人を対象にイ
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ベント見直しのアンケートを実施され、515人の市民の皆さんから回答をいただいた設問の一つで

もある、市内で開催されているイベントの今後の方向性についてへの市民の皆さんからの回答とし

て、引き続き各地域でイベントが開催されることを希望するが一番多く40.4％、各地域イベントを

一部統合し新たなイベントが開催されることを希望するが19.6％、各地域イベント全て統合し新た

な一つのイベントを開催されることを希望するが4.7％、一部のイベントは開催する必要がないが

4.5％、全てのイベントの開催は必要がないが1.9％、その他特にない、無回答というのが28.9％と

いった結果がちょうど１年前の答弁での御回答でございました。 

 このアンケートの結果からも、４つのイベントは継続して開催を願う声は圧倒的にあると私は考

えます。また、これらの地域イベント、４つの事業は、本巣市が合併前からつないできたバトンだ

と私は考えます。 

 このバトンを絶やすことなく、今後もつないでいってほしいという声も直接いただいている中、

市の方針としまして、今日は藤原市長は非常に出番が多いところではございますが、ぜひともお答

えをお聞きしたいと思います。 

 イベントの存続の考えはいかがでしょうか。よろしくお願いいたします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの質問についての答弁を市長に求めます。 

 市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、お答えを申し上げたいと思います。 

 先ほど来、特に今回は何か、答弁が、機会が多いという、ありがとうございます。当初予算でご

ざいますので、それぞれお聞きいただいて、それなりに私なりの考え方、そして丁寧にお答えして

いるつもりでございますので、よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、今回イベントの関係につきましてお答えを申し上げたいと思います。 

 ちょうど令和７年度は、東海環状自動車道本巣インターチェンジの開通、また本巣パーキングエ

リアの開設に伴いまして、今後、市の交流人口の拡大、また地域経済の活性化が見込まれますこと

から、市といたしましてもこの好機を逃すことなく、活力あるまちづくりをこれまで以上に積極的

に推進するためには、行政のみならず、市民によるにぎわい創出も必要と考えております。 

 そのため、旧来の各イベントに対する補助制度から、新たな財政的支援といたしまして、市民活

動補助金の枠組みを活用した市民イベント助成事業補助金を創設し、市民が自ら企画し開催するイ

ベントにつきましては、本巣インターチェンジ開設、本巣パーキングエリア開設記念市民イベント

といたしまして、１月20日から２月21日までの期間においてイベントを実施する団体を募集し、そ

れぞれ応募をいただいたところでもございます。それぞれ計画を提出していただいているところで

もございます。 

 これを踏まえまして、今後検討していくわけでございますけれども、令和７年度はこうした皆さ

ん方のお声を聞きながら実施をしていきたいなと思っております。 
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 その後のイベントの今後につきましては、今回、７年度のイベントの実施状況、もちろんやられ

ます実施団体、また市民とか参加者の声などもお聞きしながら、令和８年度以降、このイベントを

どういう形でまた継続していくかということについては、また検討していきたいと思いますし、ま

たこのイベントによって、またいろいろ課題が出てくると思いますので、改善点、そしてまた市と

しての財政支援の在り方につきましても検討してまいりたいなと考えております。 

 今後も、ただ、今までのように既定のイベントだというような形で毎年同じようなことをずっと

やっていくということが、それが皆さん方に、私、理解があるかどうかということも含めて、改善

点、そしてまた支援の在り方、そしてまたイベントの在り方なども総合的に令和８年度以降考えて

いきたいなと思っています。 

 令和７年度は、今回市もそうですし、市民団体の皆さん方にも総力を上げて、この本巣パーキン

グエリア、そしてまた本巣インターチェンジの開通を契機として、この地域の活性化にどういう貢

献ができるか、どういうことをやることによってこういったものがイベントとして認められるかと

いうことを、十分認識していただいてイベントを展開していただきたいなというふうに思っており

ます。 

 それを踏まえて、８年度以降のまた事業として検討していきたいというふうに思っております。 

〔９番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋勇樹議員。 

○９番（髙橋勇樹君） 

 丁寧な御回答ありがとうございます。 

 各イベント、ちょっとごめんなさい、もう一回質問させていただきたいんですが、簡潔に申し上

げますと、花とほたる祭り、ふれあいサマーフェスタ、根尾盆踊り・花火大会、そして織部祭りと、

この４つの事業を市として続けていったほうがいいのではないかどうかということを私は最後にち

ょっとお聞きしたかったのがそういうことなんですけれども、今御回答いただいたのは、事業とし

てということでございました。ちょっと簡潔にで結構です。その４つのイベントを市長は残すべき

かどうかということを御回答いただけると幸いでございます。お願いします。 

○議長（道下和茂君） 

 ただいまの再質問について答弁を市長に求めます。 

 市長。 

○市長（藤原 勉君） 

 それでは、再質問についてのお答えを申し上げたいと思います。 

 今回、皆さん方のアンケートの結果もそうありますけれども、合併して20年という節目の年にな

りましたので、20年を契機に全ての見直しをしていこうということで、かねてからこのイベントの

見直しをやらせていただいておるところでもございます。 

 今回、そういったイベントの見直しの一環として、今回コロナの関係もございましたので、一緒
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に合わせて休んでおりましたけれども、それを踏まえながら、この休止した期間の間も、この20年

たったこの４つのイベントをもう一度洗い直して、そして次にこれをどういうふうにリニューアル

する、そしてどういうふうに組み立ててやっていくかということを検討していただいてきたところ

でもございます。 

 しかし、これから後も20年、30年、50年も同じことをやっているというのもどうかと思いますし、

やっていただくのは、別にやっていただくことについては別にいいわけですが、ただ市の支援をし

てまでやっていただかなきゃならないという、それをずっと20年、30年、50年も約束するというこ

とはできない。 

 それは、やりたければと言ってはあかんですけれど、やれる方がおられれば、どんどんやってい

ただければいいわけですけれども、市としては、ここで20年というところで一区切りをして、そし

てこの後も皆さん方がそこで地域、地域でまた考えていただいた、そしてまた今後はこういったイ

ベントは、選定委員会で毎年それぞれ事業の可否を検討していただくように、専門家の皆さん方も

議会の代表者も入って検討していただくということを考えておりまして、毎年毎年この事業を出し

ていただいて、それをもうどうやっていくか。それによっては、先ほどお話がありますように、こ

ういうこのイベントいいじゃないかと。例えば、花とほたるはこれいいよと言えば、それが花とほ

たるが、これもですね、委員会で決定されればそうやっていくということでありまして。 

 予断をもって、このイベントは駄目だとか、これは駄目だということはこちらのほうでは言うつ

もりはありませんし、そのために選定委員会があるわけですので、選定委員会の皆さん方が本当に

地域の中でこういうものが本当に必要な事業だ、そして市民も待ち望んでいる、そして市民の方々

も期待をしているというようなイベントだというふうに認定されれば、似たようなイベントも行わ

れるし、また全く違った形のイベントになるということも当然想定をしているところでもございま

す。 

 いずれにしても、今年は、令和７年はそういったことで皆さん方の知恵を出していただいて、ま

ずやっていただいて、そしてそれを今までのイベントとどういうふうに整合性を取って８年度以降

も組み立ててくるかということになっていくんだろうというふうに思っております。 

 いずれにしても、今まで20年間やってきましたイベントについてはここで一旦総括をして、また

考えていくということで、今回こういった見直しをしておりますので、ずっと今でも同じようなこ

とをやっていくという話ではないということであります。 

 そのためにこういった審査会をつくって検討していくというふうにさせていただいているところ

でもございます。 

〔９番議員挙手〕 

○議長（道下和茂君） 

 髙橋勇樹議員。 

○９番（髙橋勇樹君） 

 ありがとうございました。 
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 今までのイベントをアップデートさせたり、そういったことで新しい形になっていく、なってい

ければなというようなことかなというふうに私も思いますが、エビデンスも何もないです、ただ気

持ちだけお伝えしたいと思いますが、今までの子どもたちがやはり楽しみにしていて、イベントが

この４つのイベントでした。ぜひともその子どもたちの要望というか、希望をしっかりと酌んでい

ただき、これからも続けていけるようなものを、新たなもので結構だと思いますが、今まで行って

きたこのイベントに関しては、本巣市の文化だと私は思います。その文化をやはり継承していく。 

 私も小さい頃行きました。ほたる祭りだったりとか、もう統合されましたけどゲンゲ祭りだった

りとか、いろいろな祭りがどんどん統合されて今の４つになったわけでございますが、この子ども

たちの青春をこれからも本巣市が後押しをして開催していけることを願って、質問を終わりたいと

思います。 

 以上で質問を終わります。ありがとうございました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  散会の宣告 

○議長（道下和茂君） 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 ３月６日木曜日午前９時から本会議を開会しますので、御参集ください。 

 本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでした。 

午後３時22分 散会  

 

 


